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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年９月

売上高 (千円) － 3,038,990 3,734,947 4,000,001 4,989,732

経常利益 (千円) － 223,098 225,708 200,268 210,788

当期純利益 (千円) － 128,161 129,953 98,523 114,339

純資産額 (千円) 439,331 606,573 1,104,519 1,190,790 1,275,693

総資産額 (千円) 1,071,277 1,253,387 1,817,382 1,929,035 2,188,974

１株当たり純資産額 （円） 1,311,437.90 55,007.98 91,836.62 99,009.73 106,466.10

１株当たり当期純利益金額 （円） － 12,375.35 11,474.92 8,191.83 9,517.97

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － 10,807.84 7,810.00 9,262.75

自己資本比率 （％） 41.0 48.4 60.8 61.7 58.2

自己資本利益率 （％） － 24.5 15.2 8.6 9.3

株価収益率 （倍） － － 23.44 14.04 6.52

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － 87,512 255,877 104,284 171,854

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － 99,943 △171,507 △155,494 5,167

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － 118,221 208,015 57,590 △91,992

現金及び現金同等物の期末

残高
(千円) － 474,525 766,911 773,291 858,320

従業員数 （人） 940 935 1,236 1,293 1,463

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は第11期より連結財務諸表を作成しております。

３．第11期については貸借対照表のみが連結対象となっているため、連結経営指標等は連結貸借対照表に該当す

る部分のみ記載しております。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第12期はストックオプション制度導入に伴う新株予

約権の残高はありますが、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載してお

りません。

５．第11期、第12期の株価収益率については、当社株式は非上場であったため記載しておりません。

６．当社は平成17年５月31日付で株式１株につき30株の株式分割を行っております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年９月

売上高 (千円) 2,083,317 2,134,878 2,878,288 3,052,319 3,485,290

経常利益 (千円) 172,856 108,771 142,010 112,285 118,383

当期純利益 (千円) 93,818 64,342 79,437 46,478 61,163

持分法を適用した場合の投

資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 80,000 99,540 283,540 283,540 287,180

発行済株式総数 （株） 335 11,027 12,027 12,027 12,209

純資産額 (千円) 439,331 542,754 990,184 1,024,410 1,056,328

総資産額 (千円) 990,983 1,095,724 1,492,941 1,534,158 1,604,630

１株当たり純資産額 （円） 1,311,437.90 49,220.50 82,330.14 85,175.93 88,129.16

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）

（円）
－

(－)

－

(－)

1,000.00

(－)

1,500.00

(－)

3,500.00

(－)　

１株当たり当期純利益金額 （円） 457,253.12 6,212.99 7,014.35 3,864.52 5,091.44

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － 6,606.58 3,684.39 4,954.91

自己資本比率 （％） 44.3 49.5 66.3 66.8 65.7

自己資本利益率 （％） 30.3 13.1 10.4 4.6 5.8

株価収益率 （倍） － － 38.34 29.76 12.2

配当性向 （％） － － 14.3 38.8 68.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 144,304 － － － －

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △6,152 － － － －

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △97,887 － － － －

現金及び現金同等物の期末

残高
(千円) 77,142 － － － －

従業員数 （人） 605 625 919 915 1,008

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第11期は潜在株式が存在しないため、第12期はス

トックオプション制度導入に伴う新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であったため、期中平

均株価が把握できませんので記載しておりません。

３．第12期までの株価収益率については、当社株式は非上場であったため記載しておりません。

４．第12期より連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資

活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は

記載しておりません。

５．当社は平成17年５月31日付で株式１株につき30株の株式分割を行っております。
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２【沿革】

年　　月 概　　要

平成５年12月 総合アウトソーシング会社として、京都府福知山市に㈲フリーワークを設立

平成12年３月 ㈲フリーワークを㈱フリーワークに組織変更

平成14年５月 兵庫県豊岡市に㈱フリーワーク豊岡営業所開設

平成16年８月 大阪市都島区に㈱フリーワーク大阪営業所開設

平成16年８月 株式取得により㈲エイブルホールディングスを子会社化

平成16年９月 株式交換により㈱サクセススタッフ、㈱ミストラルサービスを子会社化

平成16年９月 ㈱フリーワーク大阪営業所を本社とし、従来の本社（福知山市）を本部へ変更

平成16年９月 ㈲エイブルホールディングスを吸収合併

平成16年11月 沖縄県那覇市に㈱フリーワーク沖縄採用センター開設

平成17年１月 ㈱フリーワークが一般労働者派遣事業の許可を取得

平成17年２月 鳥取県鳥取市に㈱フリーワーク鳥取出張所開設（現　鳥取営業所）

平成17年６月 岡山県津山市に㈱フリーワーク津山出張所開設（平成18年８月倉敷営業所へ統合）

平成17年11月 島根県松江市に㈱フリーワーク島根出張所開設（現　島根営業所）

平成18年６月 大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」に株式を上場

平成18年８月 岡山県倉敷市に㈱フリーワーク倉敷営業所開設

平成19年１月 本社を大阪市都島区より、大阪市北区へ移転

　平成19年10月 株式取得により㈱大生エンジニアリングを子会社化

　平成20年７月 滋賀県甲賀市に㈱フリーワーク滋賀出張所開設

　平成20年８月 兵庫県朝来市に㈱フリーワーク和田山出張所開設
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社と連結子会社３社（㈱サクセススタッフ・㈱ミストラルサービ

ス・㈱大生エンジニアリング）により構成されており、総合人材事業（アウトソーシング・人材派遣）、介護事業を

主体に展開しております。

　　　当連結会計年度において、㈱大生エンジニアリングは同社の発行する全株式を取得したことにより連結子会社になり

ました。

　　　なお、子会社の３社はすべて当社の100％子会社となっております。

　当社グループの事業内容及び当社との関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の２部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別

セグメント情報の区分と同一であります。

(1）総合人材事業

①　アウトソーシング事業

　当社及び連結子会社㈱サクセススタッフ及び㈱大生エンジニアリングは、顧客企業から製造等の業務を委託さ

れ、スタッフ(注）への業務遂行の指示やその他の管理を当社並びに㈱サクセススタッフ及び㈱大生エンジニアリ

ングが行い、委託された業務を完遂する業務の請負事業である「アウトソーシング事業」を行っております。ア

ウトソーシングは、当社がスタッフへの指揮命令権をもっており、顧客企業がスタッフへの指揮命令権をもつ人

材派遣とは異なります。

　当社並びに㈱サクセススタッフ及び㈱大生エンジニアリングは、顧客企業との信頼関係を構築し、中長期的に製

造工程業務を一括して請負うことを目指し、スタッフに対する木目細かな人事管理と、適正な人材配置や工程改

善等による生産効率の向上に積極的に取り組んでおります。当社並びに㈱サクセススタッフ及び㈱大生エンジニ

アリング、顧客企業、スタッフの関係を図示すると次のようになります。

　

(注)スタッフとは当社グループのアウトソーシング先、派遣先、介護事業における現場作業者の総称であります。
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②　人材派遣事業

　当社並びに連結子会社㈱サクセススタッフ及び㈱大生エンジニアリングは、「労働者派遣事業の適正な運営の

確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」（以下、「労働者派遣法」という）に基づき、厚生労働

大臣より「一般労働者派遣事業」の許可を受け人材派遣事業を行っております。

　「一般労働者派遣事業」は各種スキルを持った労働者を事前又は派遣先顧客企業の要望により募集し登録を行

い、その登録者の中から派遣先の希望する条件にあったスキルを持った労働者を選択します。そして、期間・労働

条件等を定め当社並びに㈱サクセススタッフ及び㈱大生エンジニアリングと雇用契約を締結した上で、派遣先顧

客企業へ労働者を派遣する事業であります。この場合の派遣労働者への指揮命令権は派遣先顧客企業にあり、当

社は派遣労働者と雇用契約による雇用関係が成立します。当社並びに㈱サクセススタッフ及び㈱大生エンジニア

リング、顧客企業、スタッフの関係を図示すると次のようになります。

　

(注)当社では、平成16年３月からの労働者派遣法の改正により、製造工程への労働者派遣が１年間（平成19年３月よ

り３年間）の期間限定で許可されたことを受け、従来のアウトソーシングに加え「一般労働者派遣事業」の許

可を受け製造工程への人材派遣事業を併用して、顧客企業の多様化するニーズに的確に対応しております。

(2）介護事業

　連結子会社㈱ミストラルサービスは、居宅介護支援、訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、ホームヘルパー養成研修

等の在宅介護サービスを中心とした事業を行っております。

　訪問介護事業は開設当初より24時間365日のサービスを実施し、高齢者の在宅生活を支えております。介護保険に

よる高齢者を対象としたサービス提供以外に、支援費制度による身体障害、知的障害に関わるサービスも提供し幅

広いニーズに対応しております。また、ホームヘルパー養成研修は２級課程を中心に開催しており、厚生労働省の認

可を受けた教育訓練給付金制度の指定研修事業となっています。この研修により優秀な人材を数多く育成し介護事

業の拡大を図っております。㈱ミストラルサービス、顧客（利用者）、スタッフの関係を図示すると次のようになり

ます。
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［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

(1）総合人材事業

　

(2）介護事業
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円) 主要な事業の内容

議決権の所有割合
又は被所有割合

(％)
関係内容

（連結子会社）

 ㈱サクセススタッフ

（注）２.３

京都府

福知山市
30,000 総合人材事業 100

設備の賃貸

業務の受託

役員の兼任・２名

 ㈱ミストラルサービス
京都府

福知山市
10,000 介護事業 100

設備の賃貸

業務の受託

役員の兼任・１名

 ㈱大生エンジニアリン

グ

東京都

中央区
15,780 総合人材事業 100

　

役員の兼任・２名

　

　（注）１．主要な事業の内容には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社であります。

３．㈱サクセススタッフについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　　(1）売上高　　　　　  644,808千円

(2）経常利益　　　　　 33,883千円

(3）当期純利益　　　　 20,453千円

(4）純資産額　　　　　236,264千円

(5）総資産額　　 　　 296,712千円

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

総合人材事業 1,315

介護事業 148

合計 1,463

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

　　　　２．従業員数が前連結会計年度末に比べ170名増加しておりますが、これは主として当連結会計年度において連結子

会社が増加したことによるものであります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

　 従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

社員 72 44.1 2.3 3,766　

スタッフ 936 35.8 2.0 2,505

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．社員とは、営業従事者、事務作業従事者及び管理職等の総称であります。

４．スタッフとは当社アウトソーシング先、派遣先、介護事業における現場作業者の総称であります。

　　　　５．従業員数が前事業年度末に比べ93名増加しているのは、業容拡大に伴う増加であります。

　

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度における我が国経済は、新興国への輸出並びに旺盛な設備投資等を牽引役として景況は引き続き拡

大傾向を持続してまいりましたが、米国のいわゆるサブプライムローン問題に端を発する信用不安が、同国の大手証

券会社の経営破綻を機に世界的な金融不安として波及し、歴史的な株価下落を招くこととなりました。各国は協調し

これらの危機打開のための施策を実行に移しましたが、原油高や原材料高もあり、新興国を含む経済成長の鈍化が予

想され、景気の先行きに不透明感が高まりました。

　人材関連業界におきましては、引き続き旺盛な需要が寄せられてきましたが、世界経済の減速に伴う生産抑制、企業

の直接雇用の拡大や人材獲得競争の激化等厳しい環境が続いており、多数のメーカーにおいて製造派遣期間の抵触日

を迎える2009年問題や請負適正化等に伴うコンプライアンス問題、また派遣職種の法的規制が検討されるなど、業界

再編に向けた動きが活発化しております。

  また、介護業界におきましては、平成18年４月の介護保険法改正に伴う顧客単価の低下等により、依然として厳しい

収益環境が続いておりますが、平成21年４月に予定される介護保険法改正時において一部介護報酬の引き上げが検討

されているとの報道もなされております。

　このような状況のもと、当社グループの総合人材事業におきましては、目標管理の徹底を図るため情報の共有と指揮

命令系統の明確化を進め、地域の特異性に根ざしたきめの細かい営業活動を推進してまいりました。また、平成19年10

月31日付で、新たに株式会社大生エンジニアリング（東京都中央区所在）を100％子会社とし、関東地域の営業基盤を

強化するとともに、営業地域の拡大を図るため、滋賀出張所（滋賀県甲賀市所在）及び和田山出張所（兵庫県朝来市

所在）を開設いたしました。この結果、総合人材事業の売上高は前連結会計年度比26.4％増の4,639百万円となりまし

たが、上記出張所開設や業務請負化推進に伴う管理要員の採用等に係る販売費及び一般管理費が増加し、営業利益は

前連結会計年度比4.4％減の143百万円となりました。

  一方、介護事業におきましては、引き続き地域密着のサービス提供を推進した結果、通所介護売上及び介護予防売上

につきましても順調な拡大を達成し、売上高は前連結会計年度比4.8％増の358百万円、営業利益は前連結会計年度比

2.6％増の44百万円となりました。

　これらにより、当会計年度の連結売上高は4,989百万円（前連結会計年度比24.7％増）、営業利益196百万円（前連結

会計年度比2.8％減）、経常利益210百万円（前連結会計年度比5.3％増）、当期純利益114百万円（前連結会計年度比

16.1％増）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前当期純利益が206百万円、減

価償却費46百万円、売上債権が44百万円の増加、法人税等の支払額が64百万円、長期借入金の返済による支出が61百万

円となったこと等により、前連結会計年度末に比べ85百万円増加し、当連結会計年度末には858百万円（前連結会計年

度末773百万円）となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において営業活動の結果獲得した資金は、171百万円（前連結会計年度は104百万円の収入）とな

りました。

　これは主に、税金等調整前当期純利益が206百万円、減価償却費が46百万円、未払消費税等の増加が23百万円、未払

費用の増加が22百万円であったのに対し、売上債権の増加が44百万円、法人税等の支払が64百万円であったこと等

によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において投資活動の結果獲得した資金は、5百万円（前連結会計年度は155百万円の支出）となり

ました。

　これは主に、保険積立金の解約による収入26百万円、新規連結子会社株式の取得による収入24百万円であったのに

対し、有形固定資産の取得による支出14百万円、定期預金及び定期積金の預入による支出が11百万円であったこと

等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において財務活動の結果支出した資金は、91百万円（前連結会計年度は57百万円の収入）となり

ました。

　これは主に、長期借入金の返済が61百万円、自己株式の取得が20百万円、配当金の支払が17百万円あったこと等に

よるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループの主たる業務は、総合人材事業及び介護事業であり、提供するサービスの性格上、生産体制、販売経路

の記載と関連づけ難いため、記載を省略しております。

(2）受注状況

　当社グループの主たる業務は、総合人材事業及び介護事業であり、提供するサービスの性格上、受注実績の記載に

つきましても上記(1)生産実績同様に、記載を省略しております。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

前年同期比（％）

総合人材事業（千円） 4,631,148 126.6

介護事業（千円） 358,584 104.8

合計（千円） 4,989,732 124.7

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

パナソニック　フォト

・ライティング㈱
994,896 24.9 1,147,132 23.0

三洋電機コンシュー

マエレクトロニクス

㈱（注）

406,307 10.2 323,799 6.5

（注）三洋電機コンシューマエレクトロニクス㈱は、平成20年４月１日に社名を鳥取三洋電機㈱より変更

しています。

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループは総合人材事業及び介護事業を主体に展開しております。総合人材事業については、バブル崩壊以降そ

の活用が本格化し、特に近年急速に普及に拍車がかかっており、今後も引続き継続的な成長が期待されております。し

かし一方で、平成16年３月の労働者派遣法の改正により製造業の生産工程への労働者派遣が解禁され、今後更なる市

場拡大が期待されることから、人材派遣会社等の参入による競争激化が予測されております。

　また、介護事業については、介護保険法の適用を受けるため、法改正等の動向をタイムリーに把握し事業遂行に反映

していく必要があります。

　このような市場背景のなかで当社グループは、以下の３点を重要課題として考え取り組んでまいります。

(1）法改正への対応について

ａ．労働者派遣法

　平成16年３月からの労働者派遣法の改正により、製造業の生産工程現場への労働者派遣が可能となりました。１

年間の期限となっておりましたが、平成19年３月から３年間に延長されております。それにより、大手人材派遣会

社等の新規参入が予想され、更なる競争の激化が想定されます。このような状況下で、当社グループはアウトソー

シング及び人材派遣のそれぞれの特徴を生かした顧客のニーズへの対応力を高める施策を実施してまいります。

ｂ．介護保険法

　介護事業については、介護保険法に基づき事業所及び事業の種類毎に都道府県知事からの指定を受けることが

必要とされております。さらにその運営方法等については、厚生労働省令に規定されており、これらの規定に従っ

て事業を行うことが必要であります。そのため、法令等の改正が行われた場合には事業展開にさまざまな影響が

起きる可能性があるため、法令等の改正に適応したスピーディーな施策を実施してまいります。

(2）人材確保について

　若年人口の減少に加え団塊世代の退職が迫り、労働人口の減少傾向はさらに強まるものと予想されています。当社

では、このような状況を鑑み採用部門を強化するとともに、顧客ニーズに対応するため若年層だけでなく熟年層や

新卒者採用等の幅広い人材獲得の施策を実施してまいります。加えて、介護事業では、有資格者によるサービスが義

務付けられており、事業拡大に合わせ多数の有資格者の人材確保が必要になってまいります。なお、介護事業の有資

格者確保については、当社子会社である㈱ミストラルスサービスが厚生労働省の認可を受けた教育訓練給付金制度

の指定研修事業所となりホームヘルパー養成研修（２級課程）等を実施することにより、自ら人材を養成しており

ます。

(3）企業体質強化について

　今後予想される企業間の競争の激化に備えるため、組織体制・管理体制の充実をはかるとともにコンプライアン

スに徹した経営を実践することで、企業体質を強化してまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業等において、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は以下のとおりであり

ます。なお、以下に記載する事項は、当連結会計年度末（平成20年９月30日）現在において判断したものであります。

　当社グループでは、これらのリスクの発生可能性を十分に認識した上で、予防並びに対処については万全の対処をし

ていく所存であります。なお、将来に対する事項は当連結会計年度末における当社独自の判断によるもので、将来にわ

たるすべてのリスクを網羅しているものではありません。

１．当社グループの事業について

　当社グループは、総合人材事業（アウトソーシング事業及び人材派遣事業）と介護事業を展開しております。

(1）総合人材事業

　当社及び連結子会社㈱サクセススタッフは、顧客企業から製造等の業務を委託され、社員（契約社員を含む）

への業務遂行の指示やその他の管理を行い、委託された業務を完遂する業務の請負事業である「アウトソーシ

ング事業」を行っています。

　アウトソーシング事業においては、請負業務を遂行する際に発生する設備等の破損に関する責任を負ってお

り、また、生産性のリスクや不良品発生といった領域まで責任を負うことで、本来、メーカーが負うべきリスク

の一部を担っております。

　なお、業務を遂行するスタッフ(注)が労働災害に見舞われた場合、その損害についての責任を負っております。

　したがって、これらの損害により費用負担が増加した場合には、業績に影響を与える可能性があります。

　また、アウトソーシング事業の顧客の多くは総合電機メーカーを始めとするメーカーであります。そのため、

中長期的には当社グループの業績は、顧客企業の製品戦略や製造戦略の変化、アウトソーシング業者に対する

戦略の変化、各メーカーの属する業界での競争激化等の影響を受ける傾向にあります。近年製造業における生

産拠点が中国を始めとして海外に移転するケースが増えており、このような顧客企業の動きによって顧客企業

の国内生産拠点が減少した場合には、当社グループの収益基盤の減少につながり、当社グループの業績に影響

を与える可能性があります。

　さらに、短期的には顧客が何らかの要因により当社グループへの業務量を縮小させた場合には、当社グループ

が雇用しているスタッフは長期雇用を方針としておりますので、当社グループ内での配置転換等が必要とな

り、当該転換が円滑に進まなかった場合には、余剰人員となり当社の収益を圧迫する可能性があります。

　（注）アウトソーシング先、派遣先、介護事業における現場作業者の総称であります。

(2）介護事業

　当社の連結子会社㈱ミストラルサービスは、居宅介護支援、訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、ホームヘルパー

養成研修等の在宅介護サービスを中心とした事業を展開しております。

　当社グループの提供する介護事業のうち、訪問介護サービス及び訪問入浴介護サービスのお客様は主に要介護

認定を受けた高齢者を対象としており、サービス提供時にお客様の状態急変といった体調悪化の危険性が比較的

高いものと考えられます。

　当社グループは、介護サービス手順のマニュアルによる標準化や社内研修の充実により、その発生防止や緊急時

対応について積極的に取り組み、特に社内教育においては、実際の過去のケースやクレーム等の事例に基づいた

実地訓練も行っております。

　しかしながら、サービス提供時に万一重大な過失による事故等が発生し、当社グループの責任が問われた場合に

は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　また、介護事業は利用者をはじめ関係者の信用、評判が大きな影響力を持つと認識しております。従って、当社グ

ループでは高い理念の下に細心の注意を払って介護事業を運営しておりますが、何らかの理由により当社グルー

プの評判が損なわれた場合、又は当社グループに対する風評が立った場合には、当社グループの業績に影響を与

える可能性があります。

　当社グループは、今後も総合人材事業（アウトソーシング事業、人材派遣事業）と介護事業を中心に展開してい

く予定ですが、当初の計画どおりに事業展開が図れない場合や、当社グループとしてのシナジー効果が十分に発

揮できない場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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２．事業環境について

(1）総合人材事業

　アウトソーシング業界及び人材派遣業界は、市場規模こそ拡大していますが、一般的に参入障壁は低いと考えら

れ、新規参入企業の増加等により顧客企業獲得競争は激化しております。また、団塊の世代の退職に伴う労働者人

口の減少や少子化問題に伴う若年労働者の減少、ニートと呼ばれる若者の問題等により労働力確保の競争も激化

してきています。当社グループとしては、同業他社との差別化を図るべく、スタッフに対する教育に力を入れてお

ります。

(2）介護事業

　介護事業は、高齢化にともない要介護認定者数の増加基調が予想されること及び一般的に参入障壁が低いこと

から、医療法人及び社会福祉法人並びに異業種を含めた様々な企業が参入して競争は激化しております。また、介

護サービスは、ほとんどの場合有資格者によるサービスが義務付けられており、提供するサービス内容によって

それぞれ異なる資格を必要とするため、適切な資格を有する人材を確保する必要があります。当社グループとし

ては、適切な人材を確保するためにホームヘルパーの養成研修を実施しております。

３．特定の地域、業界、顧客への依存について

(1）総合人材事業

①　特定地域への依存について

　当社グループは、西日本を中心に事業展開を行っております。特に、当社グループの主力事業であるアウト

ソーシング事業は、京都府福知山市の長田野工業団地に顧客企業が多数あり、当該地域における売上高は当連

結会計年度における売上高の約26％を占めております。そのため、同工業団地内に自然災害等が発生した場合

や、移転等が生じた場合には、当社グループの業績に大きな影響を与えるおそれがあります。

　なお、当社グループは上記の特定地域への依存を緩和するため、新規エリアへの営業展開を積極的に進めてお

ります。しかしながら、営業展開が予定通りに進まない場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性が

あります。

②　特定業界への依存について

　当社グループの取引先は総合電機業界が中心であり、その中でも汎用性の高い電子部品関連の売上高は当連

結会計年度における売上高の約50％を占めております。当該業界は、デジタル家電を中心に高い成長性が期待

されていますが、国内景気の影響に左右されやすく、また技術革新のスピードが速いため、安定的継続的に業績

を維持・拡大できないおそれがあり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

③　特定顧客への依存度について

　特定顧客への依存度につきましては、液晶関連部品メーカーであるパナソニック　フォト・ライテイング㈱に

対する売上高は1,147,132千円と、当連結会計年度における売上高の約23％を占めております。そのため、同社の

業績変動が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(2）介護事業

　当社グループの介護事業は京都府福知山市、綾部市の限られた地域で事業活動を行っております。

　したがって、同地域での人口構成の変化、介護に係る自治体の動向、当社グループの風評等により、当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。

４．法的規制について

(1）総合人材事業

①　アウトソーシング事業

　当社グループの主力事業であるアウトソーシング事業は、受託者である当社グループが委託者である企業よ

り業務請負契約に基づき業務を委託され、主に委託者である企業の構内において、当社グループの指揮・指導

の下に遂行するものであります。

　ここでいう請負とは「労働の結果としての仕事の完成を目的とするもの（民法第632条）」を定義としてお

り、当社グループが雇用する労働者を自ら直接利用するものであり、委託者である企業が直接指揮命令を行う、

いわゆる労働者派遣とは異なるものであります。

　なお、現時点においてアウトソーシング事業を規制する特別の法的規制等はございません。しかしながら、ア

ウトソーシング事業に対する法的規制が生じた場合には、当該事業の内容あるいは業績に影響を与える可能性

があります。

②　人材派遣事業
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　人材派遣事業は、昭和61年７月施行の「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整

備等に関する法律」（以下、「労働者派遣法」という。）の適用を受けます。人材派遣事業の種類には「一般労

働者派遣事業」「特定労働者派遣事業」の２種類があり、当社グループは「一般労働者派遣事業」の許可を受

けております。「一般労働者派遣事業」は、派遣スタッフを募集・登録し、企業からの派遣依頼に応じて、登録

スタッフを派遣する登録型の派遣事業であり、労働者派遣法に基づき厚生労働大臣の許可が必要になります。

労働者派遣法は、労働者派遣事業の適正な運営を確保するために、派遣事業を行うものが派遣元事業主として

の欠格事由に該当したり、法令に違反する場合には事業許可の取消しや業務の停止を命じられる旨を定めてお

ります。なお、当社グループは法令を遵守して事業を行っており、現在まで欠格事由に該当する事由はありませ

んが、万一当社グループがこのような場合に該当することがあれば、一般労働者派遣事業並びに特定労働者派

遣事業を行えないこととなり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(2）介護事業

　介護事業は、介護保険法が適用され、法的規制を受けております。また、在宅介護事業における介護輸送事業は、

介護保険法のほか道路運送法による法的規制も受けております。従って、当社グループにおいて介護事業を展開

している㈱ミストラルサービスは、これら法的規制に基づいて事業を展開する必要があるほか、当該規制が変更

された場合等には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(3）労働者派遣法の改正等及び改正等に伴う競争激化の影響について

　当社グループが主力事業として展開しているアウトソーシング業界は、様々な規模や分野の事業者がおり、比較

的参入障壁が低い業界であります。そのため、同業他社の動向等によっては、今後益々競争が激化する可能性があ

ります。

　平成16年３月には労働者派遣法が改正され、製造業の生産工程への労働者派遣が解禁されたことにともない人

材派遣業者がアウトソーシング市場に参入することが予想されます。それにより競争が激化し、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。

(4）社会保険（健康保険及び厚生年金保険）について

①　社会保険の加入状況について

　平成11年12月の労働者派遣法の改正に伴い定められた指針において、社会保険及び労働保険に加入する必要

のある派遣労働者について、派遣元事業主は保険加入させた後に派遣を行い、派遣先企業は保険に加入してい

る派遣労働者のみを受け入れるべきものとなりました。また、同改正による労働者派遣法では、派遣元事業主は

派遣先企業に対して、当該労働者が社会保険等の被保険者資格を有するか否かの通知をすることが義務付けら

れました。当社グループでは以前より加入促進に努め、社会保険の加入対象となるスタッフは全員が加入して

おります。

②　経営成績に与える影響について

　平成16年６月の通常国会において年金改革関連法が成立し、厚生年金保険の最終保険料は18.3％と定められ、

平成16年10月から平成29年9月まで毎年0.354％ずつ段階的に引き上げられます。これにより、標準月額報酬に対

する厚生年金保険料の会社負担率は、平成29年まで毎年0.177％ずつ増加していくことが予定されており、今後

の収益を圧迫する要因の一つとなることが予想され、その場合、当社グループの業績に影響を与える可能性が

あります。

(5）個人情報の取扱い及び個人情報保護法について

　当社グループでは、スタッフ及び派遣登録者並びに職業紹介希望者についての多くの個人情報を保有しており

ます。当社グループでは、これらの個人情報の取扱いに際し、個人情報取扱規程を定め、その遵守や従業員教育を

通じて個人情報の厳正な管理に留意しております。また、平成17年４月１日より個人情報保護法が全面施行され

ました。同法において、個人情報取扱業者は、必要と判断される場合には一定の報告義務が課されるとともに、同

法の一定の義務に反した場合において個人の権利利益を保護するために必要があると認めるときは、主務大臣は

必要な措置を取るべきことを勧告又は命令することができるとされております。

　当社グループでは管理体制強化により同法遵守の体制を整えることにより、グループ内部からの情報漏洩を未

然に防ぐよう努めております。しかしながら、このような体制強化にもかかわらず、個人情報の漏洩や不正使用等

の事態が生じた場合、当社グループのイメージ悪化や補償等の発生により事業運営及び業績に重大な影響を与え

る可能性があります。
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５．人材確保・育成について

(1）総合人材事業

　当社グループの事業の性質上、人材の確保・育成が競争力を高めていく上で重要なポイントとなります。人材の

確保につきましては、自社のホームページや求人情報誌、新聞、新聞折込等の一般募集媒体にて常時登録者を募っ

ています。また、人材育成につきましても、研修期間を設けることによって育成を図っております。

　しかしながら、雇用情勢の変化等により派遣先企業が要望する人材が確保・育成できない場合には、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。

(2）介護事業

　介護事業においては、ヘルパー１級、２級、看護師、介護支援専門員、社会福祉士、介護福祉士等の有資格者による

サービスが義務付けられております。通所介護サービスについても、介護保険法において施設の収容人数に応じ

て、有資格者を含めた所要の人員の配置が必要とされております。

　そのため、当社グループが事業を拡大させていくためには、相応数の有資格者が必要となります。当社グループ

では、資格給の導入など待遇面の改善に努めるほか、社内研修、ホームヘルパー養成研修（２級課程）を実施し、

有資格者の確保・育成に努めております。しかしながら、今後必要な人材の確保・育成が十分に行えない場合に

は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

６．システム障害リスク及び事務リスクについて

　事業の拡大及び効率化並びに個人情報の保護対策を進めた結果、当社グループの各事業はコンピュータネット

ワークシステムに業務の多くを依存しております。そのため、セキュリティの強化、ハードウェアの増強等多くのシ

ステムトラブル対策を講じております。

　しかしながら、これらの対策にもかかわらず、人為的過誤、自然災害等によるトラブルが発生した場合には、当社グ

ループが提供するサービスに対する信頼性の低下を招く等、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。

７．訴訟リスクについて

　当社グループの主力事業である総合人材事業（アウトソーシング事業、人材派遣事業）につきましては、多数のス

タッフが様々な職種に従事しているとともに、日常の事業活動において数多くの顧客企業との取引を行っておりま

す。また、介護事業におきましては、スタッフが介護先へ訪問し被介護者の自宅等で介護にあたっております。

　スタッフに対しましては、適切な技術訓練を施すとともに、各人の能力・適性に合った就業機会の確保に努め、ま

た、就業にあたっては就業規則を明示の上、派遣先での就業を全うするための教育を徹底しております。しかしなが

ら、総合人材事業においては様々な業種と取引を行う関係上、労務上のみならず顧客企業とのトラブルが発生する

可能性は否定できず、また、介護事業においては介護におけるトラブルが発生する可能性は否定できず、万一、事業

運営上訴訟問題等に発展した場合には、損害賠償による費用等の発生により当社グループの業績に影響を与える可

能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成20年11月20日開催の取締役会において、平成21年３月１日（予定）を効力発生日として株式会社アウト

ソーシングと合併することを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。

　   なお、詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（1） 連結財務諸表 （２　財務諸表等　（1） 財

務諸表）注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

　

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成20年９月30日）現在において当社が判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたっては、会計方針の選択、資産・負債及び収益・費用の計上金額及び開示

に影響を与える見積りを必要とします。これらの見積りにおいて、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりま

すが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる結果となることがあります。

　当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針については、「第５経理の状況　１連結財務諸表等（1）

連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に次の重要な会計方

針が連結財務諸表作成における重要な見積りの判断に大きな影響を及ぼすと考えております。

①　貸倒引当金の計上基準

　当社グループは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。相手先の財政状態等

が悪化し、支払が滞った場合、引当金の追加計上又は貸倒損失が発生する可能性があります。

②　繰延税金資産の回収可能性

　当社グループは、繰延税金資産の回収可能性の評価に際し、タックスプランニングの実現可能性を検討して計上

しております。将来の課税所得の見積額が減少した場合、繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性

があります。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

①　売上高

　当連結会計年度の売上高は前期比24.7％増の4,989,732千円となり、セグメント別では総合人材事業が4,639,548千

円、介護事業が358,584千円となりました。

　総合人材事業は、製造業を中心とした顧客の業容拡大を背景に受注は比較的好調に推移いたしました。しかしな

がら、好景気を背景に有効求人倍率が上昇したことに加え、大手人材派遣業者の不祥事等がアウトソーシング業

界全体のイメージを悪化させたことにより、スタッフの採用環境は極めて厳しいものとなりました。

　このような状況のもと、当連結会計年度におきましては、目標管理の徹底を図るため社内体制の整備を進めると

ともに、新たに連結子会社を１社取得することにより関東地域の営業基盤を強化し、また営業地域の拡大を図る

ため、関西地域に出張所２カ所を新設いたしました。

　この結果、総合人材事業の売上高は、前期比26.4％増の4,639,548千円となりました。

　介護事業は、京都府福知山市及び綾部市において地域に密着した幅広いサービスの提供を主眼においた営業を

展開いたしました。特に綾部市では、デイサービスセンターを中心としたサービスを手がけ、従来の居宅介護支援

に加え通所介護でも順調に売上を伸ばすことが出来ました。この結果、介護事業の売上高は、前期比4.8％増の

358,584千円となりました。

②　営業利益

　当連結会計年度の営業利益は、売上高が増加したことにより売上総利益は前期比19.0％増の1,074,379千円となり

ましたが、出張所開設や業務請負化推進に伴う管理要員の採用等に係る販売費及び一般管理費のうち、人件費が

前期比26.8％増の500,251千円及び募集費が前期比25.2％増の83,571千円となったこと等により、販売費及び一般

管理費が前期比25.3％増の878,107千円になりました。この結果、営業利益は前期比2.8％減の196,271千円となりま

した。

③　営業外収益及び費用

　当連結会計年度の営業外収益及び費用は、14,516千円の収益超過となりました。これは、主として新たに取得した

連結子会社の受取業務手数料が16,968千円あったことによるものであります。
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(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループは、売上高のうち半導体・液晶等の電子デバイス関連分野向けが多く、家電業界の市況が変動した場

合には業績に影響を及ぼす可能性があります。また、スタッフの採用にあたって、雇用情勢の影響を受けやすく、労

働力の需給が逼迫した場合には適時・適切な人材の採用が困難となり、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　資金需要

　新規事業所の開設資金、運転資金、借入金の返済及び法人税の支払等に資金を充当しております。また、今後、企

業買収のための支出も見込まれます。

②　資金の源泉

主として営業キャッシュ・フロー及び金融機関からの借入並びに新株発行等により、必要とする資金を調達し

てまいります。

③　キャッシュ・フロー

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、171,854千円の収入となりました。この主な要因

は、総合人材事業及び介護事業のいずれも順調に利益を獲得し税金等調整前当期純利益が206,732千円、減価償却

費が46,089千円、未払消費税等の増加が23,111千円、未払費用の増加が22,332千円であったのに対し、売上債権の増

加が44,076千円、法人税等の支払いが64,650千円であったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、5,167千円の収入となりました。この主な要因

は、保険積立金の解約による収入26,468千円、新規連結子会社株式の取得による収入24,528千円であったのに対

し、有形固定資産の取得による支出14,673千円、定期預金及び定期積金の預入による支出が11,141千円であったこ

と等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、91,992千円の支出となりました。この主な要因

は、長期借入金の返済が61,052千円、自己株式の取得が20,419千円、配当金の支払いが17,800千円あったこと等によ

るものであります。

EDINET提出書類

株式会社フリーワーク(E05595)

有価証券報告書

17/89



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループにおける当連結会計年度の設備投資総額は22,184千円であり、事業の種類別セグメントごとの設備投資

は以下のとおりであります。なお、設備投資総額には、無形固定資産への投資7,085千円を含めて記載しております。

　総合人材事業におきましては、主に本部の什器備品の取得に9,717千円、基幹システムのソフトウェア取得として

7,085千円の設備投資を実施しました。

　介護事業におきましては、備品の購入として632千円の設備投資を実施しました。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の売却、除却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社 平成20年９月30日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
(人)建物及び

構築物
車輌運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

本部

(京都府福知山市)
総合人材事業

事務所営業

設備
91,307 1,769

244,323

（7,626.41）

　

8,142 345,542 30

本社

(大阪市北区)
総合人材事業

事務所営業

設備
19,087 － － 8,026 27,114 18

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の他、主要な設備のうち、連結会社以外から賃借している設備の内容は、以下のとおりであります。

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメント
の名称

設備の内容
年間賃借料

(千円)

本社

（大阪市北区）
総合人材事業 事務所 18,286

(2）国内子会社 平成20年９月30日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(人)建物及び

構築物
車輌運搬具 その他 合計

㈱ミストラル

サービス

本社

(京都府福知山市)
介護事業

事務所営業

設備
89,807 756 7,008 97,573 146

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。なお、

当連結会計年度末現在における重要な設備の拡充の計画は次のとおりであります。

重要な設備の拡充

会社名
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
新規投資金額(千円)

資金調達
方法

着手年月
完成予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出会社 総合人材事業
基幹システム及

びサーバー等　　
37,000 － 自己資金　 平成20.12　 平成21.9 （注）２

　(注)１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 　　 ２．日常業務に係る事務処理能力の向上を見込んでおります。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000

計 24,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年12月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,209 12,225

大阪証券取引所

（ニッポン・ニュー・

マーケット－「ヘラクレ

ス」）

－

計 12,209 12,225 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

平成17年９月26日臨時株主総会決議

　
事業年度末現在

（平成20年９月30日）
提出日の前月末現在
（平成20年11月30日）

新株予約権の数(個) 　　494（注）３ 　　478（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の

数(個)
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数

(株)
　　494（注）３ 　478（注）３

新株予約権の行使時の払込金額(円) 40,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年９月27日

至　平成27年９月26日
同左

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額(円)

発行価格　　　40,000　(注)２

資本組入額　　20,000
同左

新株予約権の行使の条件

１．新株予約権の割当を受けた者

（以下「新株予約権者」とい

う。）は権利行使時においても、

当社又は当社の子会社の取締役、

監査役、及び従業員の地位にある

ことを要するものとする。

２．その他の条件については、別途

当社と新株予約権者との間で締

結した「新株予約権割当契約」

に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、取締

役会の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
－ －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は１株であります。

２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数を切り上げております。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

当社が、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び

普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合又は時価を下回る価額で自己株式を処分す

る場合（以下の算式において、新規発行には処分を含むものとし、その場合の１株当たりの払込金額は１株

当たり処分価額と読み替えるものとする）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数を切り上げております。

なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式を含んでおりません。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により割当対象でなくなった新株予約権の

数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

平成19年12月21日定時株主総会決議
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事業年度末現在

（平成20年９月30日）
提出日の前月末現在
（平成20年11月30日）

新株予約権の数(個) 　　300（注）３ 　　300（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の

数(個)
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数

(株)
　　300（注）３ 　300（注）３

新株予約権の行使時の払込金額(円) 95,180（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成22年６月18日

至　平成30年６月17日
同左

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額(円)

発行価格　　　95,180　(注)２

資本組入額　　47,590
同左

新株予約権の行使の条件

１．新株予約権の割当を受けた者

（以下「新株予約権者」とい

う。）は権利行使時においても、

当社又は当社の子会社の取締役、

監査役、及び従業員の地位にある

ことを要するものとする。

２．その他の条件については、別途

当社と新株予約権者との間で締

結した「新株予約権割当契約」

に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、取締

役会の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
（注）４ 同左

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は１株であります。

２．割当日後に下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に新株予約権１個当たり

の目的である株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げる。

①　当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

②　当社が時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当てによる株式の発行及び自己株式を交付する

場合を含み、新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証

券の転換による場合を除く）する場合。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　ただし、算式中の既発行株式数は、上記の株式の発行の効力発生日の前日における当社の発行済株式総数か

ら、当該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式の数」に、「新規発行前の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるも

のとする。

　

 　　　３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により割当対象でなくなった新株予約権の数及

び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残

存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の
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条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株

予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合

に限るものとする。

  ①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

  ②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

  ③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、新株予約権の定めに準じて決定する。

  ④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１．で定められる１株当たり行使価額を調整して得られる再編

後行使価額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた

額とする。

  ⑤　新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から

新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

  ⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の定めに準じて決定する。

  ⑦　新株予約権の譲渡制限

譲渡による取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

  ⑧　新株予約権の取得に関する事項

新株予約権の定めに準じて決定する。

  ⑨　その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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（３）【ライツプランの内容】

 　　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成16年９月17日

（注）１
135 335 70,000 80,000 96,574 96,574

平成17年３月30日

（注）２
20 355 12,000 92,000 12,000 108,574

平成17年５月31日

（注）３
10,295 10,650 － 92,000 － 108,574

平成17年９月29日

（注）４
377 11,027 7,540 99,540 7,540 116,114

平成18年６月14日

（注）５
1,000 12,027 184,000 283,540 184,000 300,114

平成19年10月１日

～平成20年９月30日

（注）６

182 12,209 3,640 287,180 3,640 303,754

　（注）１．株式交換　　　　　㈱サクセススタッフの完全子会社化

交換比率　㈱サクセススタッフ株式１株につき、当社普通株式0.144株

㈱ミストラルサービスの完全子会社化

交換比率　㈱ミストラルサービス株式１株につき、当社普通株式0.254株

２．有償第三者割当　　発行価格　1,200,000円　資本組入額　600,000円

割当先　　新光IPO投資事業組合１号

３．株式分割　　　　　１株を30株に分割

４．有償第三者割当　　発行価格　40,000円　資本組入額　20,000円

割当先　フリーワーク従業員持株会、当社役員及び社員、子会社役員

５．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　400,000円

資本組入額　184,000円

　払込金総額　368,000千円

６．新株予約権の行使による増加であります。なお、平成20年10月１から平成20年11月30日までの間に新株予約

権の行使により、発行済株式総数が16株、資本金及び資本準備金がそれぞれ320千円増加しております。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年９月30日現在

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

 外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 3 7 11 3 1 534 559 －

所有株式数

（株）
－ 36 187 1,023 28 1 10,934 12,209 －

所有株式数の

割合（％）
－ 0.29 1.53 8.38 0.23 0.01 89.56 100 －

（注）「個人その他」の欄には、自己株式が246株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

道林　昌彦 大阪府枚方市 5,000 40.95

有限会社アイ・コーポレーション 京都府福知山市長田大野下2737-12 1,000 8.19

道林　侑輝 大阪府枚方市 1,000 8.19

道林　尚輝 大阪府枚方市 1,000 8.19

丸岡　陽太 兵庫県三田市 700 5.73

道林　真由美 大阪府枚方市 350 2.86

フリーワーク従業員持株会 京都府福知山市長田大野下2737-12 219 1.79

平勢　説郎 茨城県坂東市 169 1.38

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９-１ 158 1.29

丸山　信 京都府福知山市 120 0.98

計 － 9,716 79.58

　(注）上記のほか当社所有の自己株式246株があります。

　

（７）【議決権の状況】

 　　 ①【発行済株式】　　　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 246 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　11,963　 11,963 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 12,209 － －

総株主の議決権 － 11,963 －

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱フリーワーク

 大阪市北区

 茶屋町19番19号　

　

246 － 246 2.01

計 － 246 － 246 2.01
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法に基づき新株予約権を発行

する方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

（平成17年９月26日臨時株主総会決議）

　旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社の取締役、監査役並びに当社及

び当社子会社の使用人に対し新株予約権を付与することを、平成17年９月26日の臨時株主総会において決議され

たものであります。

決議年月日 平成17年９月26日

付与対象者の区分及び人数　
当社及び当社子会社の取締役（７名）、監査役（２名）

及び従業員（67名）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております

株式の数　　　　　　　　　　 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（平成19年12月21日定時株主総会決議）

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社並びに当社子会社の取締役及び従業員に対し新株予

約権を付与することを、平成19年12月21日の定時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成19年12月21日

付与対象者の区分及び人数　　
当社並びに当社子会社の取締役（４名）及び従業員（38

名）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております

株式の数　　　　　　　　　　 同上

新株予約権の行使時の払込金額　（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年２月14日）での決議状況

（取得期間　平成20年２月15日～平成20年９月30日）
300 36,000,000

当事業年度前における取得自己株式 0 0

当事業年度における取得自己株式 246 20,419,700

残存決議株式の総数及び価額の総額 54 15,580,300

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 18.0 43.3

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 18.0 43.3

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　　　　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 246 － 246 －
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題の一つと位置づけております。安定した経営基盤の確保に努め

つつ、利益水準に応じた株主の皆様への利益還元を実施していく方針であります。

　そうしたなかで、当社といたしましては配当性向30％を目標としておりますが、一方で当社の財政基盤はまだまだ弱

く、現時点では高成長するための投資と財務体質の強化を行うことも必要であると考えており、それが中長期的に見

て株主利益の最大化になるもの考えております。

　従いまして、当面の方針といたしましては、配当性向30％を目標としながらも、当社が成長していくための投資並び

に財務体質の強化のための内部留保と株主の皆様への利益還元を総合的に勘案して判断していく所存であります。

　また、各事業年度における配当の回数につきましては、期末配当の年１回を基本的な方針としており、中間配当の決

定機関は取締役会、期末配当の決定機関は株主総会であります。

　なお、「取締役会の決議により、毎年３月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めてお

ります。

  以上の方針に基づき、第15期の配当金につきましては、平成20年12月26日開催の定時株主総会決議により、１株当た

り3,500円と決定いたしました。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

 平成20年12月26日

定時株主総会決議
41,870 3,500

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年９月

最高（円） － － 949,000 297,000 138,000

最低（円） － － 239,000 104,000 57,000

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。

なお、平成18年６月15日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 70,000 93,000 98,000 96,900 91,000 88,000

最低（円） 59,000 57,000 82,200 83,500 62,700 62,100

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役

社長
　 丸岡　陽太 昭和49年７月31日生

平成５年４月 豊栄工業入社

(注)2 700

平成６年１月 ㈲エイワ入社

平成９年９月 ㈱ミストラル配ぜん人紹介所（現　㈱

サクセススタッフ）入社

平成10年５月 ㈲かんとーす入社

平成11年２月 ㈲スリーエス（現　㈱スリーエス）入

社

平成16年９月 同社代表取締役社長就任

平成19年５月 ㈱大生エンジニアリング代表取締役社

長就任

平成19年10月 当社営業管理部長就任

平成19年12月 当社専務取締役営業本部長就任

平成20年12月 当社代表取締役社長就任（現任）

取締役 総務人事部長　 深田　英雄 昭和44年２月16日生 

平成２年２月 ㈱堀内機械入社

(注)2 40

平成12年３月 当社取締役就任

平成12年12月 ㈱サクセススタッフ取締役就任

平成16年８月 同社代表取締役社長就任（現任）

平成19年12月 当社取締役本部ブロック長就任

平成20年６月 当社取締役総務人事部長就任（現任）

取締役 経理部長 池島　幸治 昭和25年１月12日生

昭和48年４月 明治サービス㈱入社

(注)2 －

昭和50年４月 明治デーリ㈱入社

昭和61年１月 ㈱アトム（現 ㈱フーズネット）入社

昭和63年７月 同社取締役経理部長就任

平成４年７月 同社常務取締役就任

平成11年12月 同社常勤顧問就任

平成12年８月 ㈱夢研究所取締役就任

平成13年５月 ㈱コンテンツジャパン入社

平成13年６月 同社監査役就任

平成14年10月 ㈱ケア21入社、管理部長就任

平成16年１月 同社取締役管理部長就任

平成16年５月 同社取締役管理本部長就任

平成17年４月 同社取締役管理本部長兼総務部長就任

平成17年11月 同社取締役管理部門管掌就任

平成19年５月 ㈱スリーエス入社 

平成19年５月 ㈱大生エンジニアリング監査役就任

平成19年８月 当社入社

平成19年12月 当社取締役管理本部長就任

平成20年６月 当社取締役経理部長就任（現任）

取締役 　  伊藤美通彦 昭和44年２月14日生 

平成11年10月 中央監査法人入所 

(注)2 1

平成15年４月 公認会計士登録

平成17年９月 当社入社

平成17年12月 当社経営企画室長就任

平成18年12月 当社取締役就任

当社管理本部長就任

平成19年12月 当社取締役就任（現任）

常勤監査役 　 大谷　義明 昭和18年12月22日生

昭和37年３月 松下電器産業㈱入社

(注)3 20

昭和52年３月 松下電子部品㈱　技術部長・開発営業

部長就任

平成16年７月 当社取締役就任

平成16年12月 当社常勤監査役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監査役 　 野々垣　亨 昭和６年６月25日生

昭和29年９月 綾部市役所入庁

(注)3 10

昭和37年６月 綾部市市議会議員

昭和42年４月 綾部市労務経営協会　主幹就任（現

任）

昭和42年７月 行政書士登録

昭和57年４月 社会保険労務士登録

平成10年４月 綾部市土地開発公社　理事長代行就任

（現任）

平成11年７月 ㈱緑土　非常勤取締役就任（現任）

平成17年４月 当社監査役就任（現任）

計 771

　（注）１．監査役野々垣　亨は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　２．平成20年12月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　　３．平成18年12月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループでは、企業の社会的責任をはたし信頼される会社となるためには、法令遵守をはじめ、経営の透明性

の確保、権限と責任を明確にした相互に牽制を行う組織体制の構築、さらには適時適切な情報の開示を行うことが

必要と考えております。

　そうしたなかでコーポレート・ガバナンスはこれらを達成し継続的に企業価値を増大させ、かつ経営の健全性を

確保するための枠組みの根幹であると位置付けております。そのため、今後もコーポレート・ガバナンスの強化は

継続的に取り組み諸施策を実施していく方針であります。

(2）会社の機関の内容

①　取締役・取締役会

　当社の取締役の員数は５名で、取締役は全員社内取締役で構成されております。毎月１回定時取締役会を開催し

ており、必要に応じ臨時取締役会を開催する事としております。

②　監査役・監査役協議会

　当社は監査役制度を採用しております。監査役の員数は現在２名で常勤監査役１名、非常勤監査役１名でありま

す。監査役協議会は毎月１回開催されております。また、各監査役は、取締役会に出席するほか、常勤監査役は、四

半期毎に開催される各組織責任者以上で構成される全社会議にも常時出席して、日常業務の実態把握に努めると

共に、課題と方向性を確認しております。また、連結子会社についても監査役監査を実施しており、各監査役は

コーポレート・ガバナンスの一翼を担う独立の機関であるとの認識の下、業務執行の全般にわたって監査を実施

しております。

③　内部監査

　内部監査室（専任２名）は、社長直轄の独立した組織として、連結子会社を含む各部門の業務遂行状況について

監査を行っております。また、必要に応じ特命監査を行い、監査役・監査役協議会及び京都監査法人と連繋をと

り、法令・社内規程を遵守しております。

(3）会計監査の状況

　当社は、京都監査法人と監査契約を締結しており、金融商品取引法の規定に基づいた会計監査を実施しておりま

す。なお、当社と同監査法人及び当社監査に従事する業務執行社員との間に特別な利害関係はありません。

　当社の監査業務を執行した公認会計士は京都監査法人の高津靖史氏及び柴田篤氏であり、補助者は公認会計士３

名、会計士補等７名、その他３名で構成されております。

(4）リスク管理

　リスク管理体制については、事前に察知し予防する観点から、当社及び連結子会社共通の情報管理システムの運用

をはかり、個人情報保護管理等の実施状況を監査役監査及び内部監査等で検証しております。さらにコンプライア

ンスの徹底にむけた具体的対応については、取締役会、監査役により対応し、今後さらに充実してまいります。

(5）役員報酬の内容

取締役の年間報酬総額　　　　　　91,579千円

監査役の年間報酬総額　　　　　　 9,000千円

(6）監査報酬の内容

　公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、京都監査法人に16,500千円

であります。

　

(7）取締役の定数

当社の取締役の定数は７名以内とする旨を定款に定めております。
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(8）取締役の選任方法

　当社の取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらないとす

る旨も定款で定めている。

(9）自己の株式の取得の要件

　当社は、経済環境等の変化に対応した機動的な資本政策を行うために、会社法165条第２項の規定により、取締役会

の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

　　(10) 中間配当

　　　　 当社は、中間配当について、取締役会の決議によって、毎年３月31日を基準日として会社法第454条第５項に定める剰

余金の配当（中間配当金）をすることができる旨を定款に定めております。

　

(11）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年10月１日から平成20年９月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年10月１日から平成20年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年10月１日から平成19年９月

30日まで）及び当連結会計年度（平成19年10月１日から平成20年９月30日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）及び当事業年度（平成19年10月１日から平成20年９月30日まで）

の財務諸表について、京都監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年９月30日）
当連結会計年度

（平成20年９月30日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  773,291   888,966  

２．受取手形及び売掛金 　  483,925   612,695  

３．繰延税金資産 　  8,771   24,272  

４．その他 　  31,286   48,205  

貸倒引当金 　  △345   △1,031  

流動資産合計 　  1,296,928 67.2  1,573,108 71.9

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物及び構築物 ※1 269,088   270,268   

減価償却累計額 　 47,800 221,287  66,206 204,061  

(2）車輌運搬具 　 22,200   25,511   

減価償却累計額 　 17,838 4,362  20,933 4,578  

(3）土地 ※１  244,492   244,492  

(4）その他 　 54,677   69,949   

減価償却累計額 　 26,151 28,526  42,450 27,499  

有形固定資産合計 　  498,669 25.9  480,632 21.9

２．無形固定資産 　       

　(1) のれん 　  －   17,895  

(2）その他 　  45,187   40,423  

　無形固定資産合計 　  45,187 2.3  58,318 2.7

３．投資その他の資産 　       

　(1) 繰延税金資産 　  －   3,866  

(2）その他 　  88,250   73,048  

投資その他の資産合計 　  88,250 4.6  76,914 3.5

固定資産合計 　  632,106 32.8  615,866 28.1

資産合計 　  1,929,035 100.0  2,188,974 100.0
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前連結会計年度

（平成19年９月30日）
当連結会計年度

（平成20年９月30日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．短期借入金 　  100,000   100,000  

２．１年以内返済予定
　　長期借入金

※１  36,920   61,052  

３．未払法人税等 　  27,829   51,082  

４．未払消費税等 　  31,648   59,246  

５．賞与引当金 　  16,136   31,641  

６．未払費用 　  293,076   335,402  

７．その他 　  50,634   52,337  

流動負債合計 　  556,246 28.9  690,762 31.5

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 ※１  181,440   210,578  

２．退職給付引当金　 　  －   11,661  

３．その他 ※２  558   279  

固定負債合計 　  181,999 9.4  222,518 10.2

負債合計 　  738,245 38.3  913,281 41.7

　 　       

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  283,540 14.7  287,180 13.1

２．資本剰余金 　  300,114 15.5  303,754 13.9

３．利益剰余金 　  607,368 31.5  703,667 32.1

４．自己株式　 　  － －  △20,419 △0.9

　　株主資本合計 　  1,191,022 61.7  1,274,181 58.2

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価
差額金

  △232 △0.0  △527 △0.0

　　評価・換算差額等合計   △232 △0.0  △527 △0.0

Ⅲ　新株予約権　   － －  2,039 0.1

純資産合計   1,190,790 61.7  1,275,693 58.3

負債純資産合計   1,929,035 100.0  2,188,974 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　売上高 　  4,000,001 100.0  4,989,732 100.0

Ⅱ　売上原価 　  3,097,261 77.4  3,915,353 78.5

売上総利益 　  902,740 22.6  1,074,379 21.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．募集費 　 66,725   83,571   

２．役員報酬 　 119,550   130,500   

３．給与手当 　 208,444   282,689   

４．賞与 　 19,444   16,929   

５．賞与引当金繰入額 　 10,237   14,169   

６．法定福利費 　 36,867   55,964   

７．旅費交通費 　 17,908   21,579   

８．減価償却費 　 27,438   34,481   

９．賃借料 　 35,071   43,047   

10．保険料 　 3,100   6,454   

11．修繕費 　 9,891   12,896   

12．消耗品費 　 4,429   5,326   

13．外注委託費 　 3,973   8,288   

14．その他 　 137,782 700,866 17.5 162,209 878,107 17.6

営業利益 　  201,873 5.0  196,271 3.9
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前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 898   1,652   

２．受取賃貸料 　 662   －   

３．助成金収入 　 527   －   

４．受取業務手数料　 　 －   16,968   

５．その他 　 754 2,842 0.1 5,927 24,549 0.5

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 4,433   9,537   

２．その他 　 14 4,448 0.1 495 10,032 0.2

経常利益 　  200,268 5.0  210,788 4.2

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 ※１ 43 43 0.0 － － －

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※２ 5,528   219   

２．企業買収関連費 　 12,822   856   

３．出資金評価損　 　 －   2,980   

４．その他  46 18,398 0.5 － 4,055 0.1

税金等調整前当期
純利益

　  181,913 4.5  206,732 4.1

法人税、住民税及び
事業税

　 80,679   87,803   

法人税等調整額 　 2,710 83,390 2.1 4,589 92,392 1.8

当期純利益 　  98,523 2.5  114,339 2.3
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成18年９月30日　残高

（千円）
283,540 300,114 520,872 1,104,526 △7 1,104,519

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当（千円）   △12,027 △12,027  △12,027

当期純利益（千円）   98,523 98,523  98,523

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動額

（純額）（千円）

    △225 △225

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
－ － 86,496 86,496 △225 86,271

平成19年９月30日　残高

（千円）
283,540 300,114 607,368 1,191,022 △232 1,190,790

当連結会計年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成19年９月30日　残高

（千円）
283,540 300,114 607,368 － 1,191,022 △232 － 1,190,790

連結会計年度中の変動額         

新株予約権の行使(千円) 3,640 3,640   7,280   7,280

剰余金の配当（千円)　   △18,040  △18,040   △18,040

当期純利益（千円）   114,339  114,339   114,339

自己株式の取得(千円)　    △20,419 △20,419   △20,419

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動額

（純額）（千円）

     △295 2,039 1,744

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
3,640 3,640 96,298 △20,419 83,159 △295 2,039 84,903

平成20年９月30日　残高

（千円）
287,180 303,754 703,667 △20,419 1,274,181 △527 2,039 1,275,693
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

　   

税金等調整前当期純利
益

　 181,913 206,732

減価償却費 　 41,356 46,089

のれん償却額 　 － 4,473

負ののれん償却額 　 △279 △279

貸倒引当金の増減額
（減少：△）

　 △92 184

賞与引当金の増加額 　 4,666 1,398

受取利息及び受取配当
金

　 △925 △1,758

支払利息 　 4,433 9,537

固定資産売却益 　 △43 －

固定資産除却損 　 5,528 219

企業買収関連費 　 12,822 856

売上債権の増加額 　 △9,782 △44,076

未払金の増減額
（減少：△）

　 4,862 △1,034

未払消費税等の増減額
（減少：△）

　 △23,413 23,111

未払費用の増加額 　 3,385 22,332

前払費用の増減額
（増加：△）

　 2,233 △6,583

その他 　 7,599 △16,282

小計 　 234,266 244,920

利息及び配当金の受取
額

　 925 1,758

利息の支払額 　 △4,679 △9,317

企業買収関連費用の支
払額

　 △12,822 △856

法人税等の支払額 　 △113,405 △64,650

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 104,284 171,854
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前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

　   

　    定期預金及び定期積金の預入

による支出
　 － △11,141

有形固定資産の取得による支

出
　 △80,328 △14,673

有形固定資産の売却による収

入
　 445 －

無形固定資産の取得による支

出
　 △43,035 △7,242

長期前払費用の取得による支

出
　 △7,051 △8,054

保険積立金の解約による収入 　 － 26,468

新規連結子会社株式の取得に

よる収入
※２　 － 24,528

その他 　 △25,524 △4,716

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △155,494 5,167

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

　   

短期借入金の純増減額 　 100,000 －

長期借入金の返済による支出 　 △30,560 △61,052

自己株式の取得による支出 　 － △20,419

新株予約権の行使による収入 　 － 7,280

配当金の支払額 　 △11,849 △17,800

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 57,590 △91,992

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加
額

　 6,380 85,029

Ⅴ　現金及び現金同等物の
期首残高

　 766,911 773,291

Ⅵ　現金及び現金同等物の
期末残高

※１ 773,291 858,320
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前連結会計年度

（自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日）

当連結会計年度

（自　平成19年10月１日

至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　２社

連結子会社の名称

㈱サクセススタッフ

㈱ミストラルサービス

(1）連結子会社の数　　３社

連結子会社の名称

　　㈱サクセススタッフ

　　㈱ミストラルサービス 

　　㈱大生エンジニアリング 

　　㈱大生エンジニアリングは平成19年10

月31日に株式譲受により子会社となっ

たため、当期首をみなし取得日として、

連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事

項

　該当事項はありません。 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

　 　

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ　有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

イ　有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

同左
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項目

前連結会計年度

（自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日）

当連結会計年度

（自　平成19年10月１日

至　平成20年９月30日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ　有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、建物（建物附属設備を除く）

については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　　５～60年

車輌運搬具　　　　　　２～６年

その他　　　　　　　　３～20年

 （会計方針の変更）

  当社及び連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。

　この変更に伴う損益への影響は軽微

であります。

　

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

イ　有形固定資産

同左

 

 

 

　

 

　

　

　

　（会計方針の変更）

　　　　　　　 ――――

 

 

 

 

  

　（追加情報）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。

　この変更に伴う損益への影響は軽微

であります。

　 ロ　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

ロ　無形固定資産

同左
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項目

前連結会計年度

（自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日）

当連結会計年度

（自　平成19年10月１日

至　平成20年９月30日）

(3）重要な引当金の計上基

準

イ　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

イ　貸倒引当金

同左

　 ロ　賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額のうち当連結会計年度に対応

する金額を計上しております。

ロ　賞与引当金

同左

　 ハ　退職給付引当金

　　　　　　────

ハ　退職給付引当金

　　連結子会社㈱大生エンジニアリングの

従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計期間末における退職給付債務（簡

便法によって計算）を計上しておりま

す。

(4）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　５年間の定額法により償却を行っており

ます。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 （連結損益計算書）

前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「受取利息」は、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記す

ることといたしました。

　なお、前連結会計年度における「受取利息」の金額は、61

千円であります。

 ――――

　

　

 （連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から「負ののれん

償却額」と表示しております。

――――
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年９月30日）

当連結会計年度
（平成20年９月30日）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物及び構築物     124,797千円

土地        181,762千円

計        306,560千円

建物及び構築物       118,131千円

土地        181,762千円

計        299,894千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定長期借入金       36,920千円

長期借入金 181,440千円

計      218,360千円

１年以内返済予定長期借入金       36,920千円

長期借入金    144,520千円

計      181,440千円

※２　負ののれん558千円は、固定負債の「その他」に含め

て表示しております。

※２　負ののれん279千円は、固定負債の「その他」に含め

て表示しております。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

※１　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 ※１　　　　　　　　　――――

建物及び構築物    43千円

計    43千円

　

※２　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※２　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物    2,581千円

車輌運搬具    21千円

その他     406千円

除却費用   2,520千円

計    5,528千円

車輌運搬具      4千円

その他        199千円

除却費用        15千円

計         219千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 12,027 － － 12,027

合計 12,027 － － 12,027

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　

　

　　２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

 提出会社

（親会社）

ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － －

（注）－　

　　　

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － －

 （注）会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。

　　３．配当に関する事項

    （１）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月22日

定時株主総会
普通株式 12,027 1,000 平成18年９月30日 平成18年12月25日

 　 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月21日

定時株主総会
普通株式 18,040 利益剰余金 1,500 平成19年９月30日 平成19年12月25日

当連結会計年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 12,027 182 － 12,209

合計 12,027 182 － 12,209

自己株式     

普通株式 － 246 － 246

合計 － 246 － 246

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加182株は、新株予約権の行使による増加であります。
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　　 　２．普通株式の自己株式の株式数の増加246株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。

　

　　２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

 提出会社

（親会社）

　

平成17年ストック・オプ

ションとしての新株予約権
－ － － － －

（注）１　

　　　　

平成20年ストック・オプ

ションとしての新株予約権

（注）２

－ － － － － 2,039

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － 2,039

 （注）１．会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。

　　　 ２．平成20年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　　３．配当に関する事項

    （１）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月21日

定時株主総会
普通株式 18,040 1,500 平成19年９月30日 平成19年12月25日

 　 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年12月26日

定時株主総会
普通株式 41,870 利益剰余金 3,500 平成20年９月30日 平成20年12月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年９月30日現在）

（千円）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 　 773,291

現金及び現金同等物 　 773,291

現金及び預金勘定 　 888,966

預入期間が３か月を超え

る定期預金及び定期積金

 

 
△30,645

現金及び現金同等物 　 858,320

 ※２         　　　───── ※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の
資産及び負債の主な内訳
　　株式の取得により新たに㈱大生エンジニアリングを
連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内
訳並びに㈱大生エンジニアリング株式の取得価額と
㈱大生エンジニアリング取得による収入（純額）と
の関係は次のとおりであります。

  （千円）
流動資産 166,440
固定資産 26,916
のれん 22,369
流動負債 △88,906
固定負債 △102,745
㈱大生エンジニアリング
株式の取得価額

24,075

㈱大生エンジニアリング
現金及び現金同等物

△48,603

差引：㈱大生エンジニア
リング取得による収入

24,528
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

減損損失
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

車輌運搬具 15,468 5,476 － 9,991

合計 15,468 5,476 － 9,991

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

減損損失
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

車輌運搬具 15,468 8,570 － 6,897

合計 15,468 8,570 － 6,897

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

(注)　　　　　　　　　　 同左

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,093千円

１年超      6,897千円

合計       9,991千円

１年内      3,093千円

１年超         3,804千円

合計         6,897千円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

(注)　　　　　　　　　　 同左

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料      3,093千円

リース資産減損勘定の取崩額 －千円

減価償却費相当額      3,093千円

減損損失 －千円

支払リース料         3,093千円

リース資産減損勘定の取崩額 　－千円

減価償却費相当額         3,093千円

減損損失 　－千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

　同左
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（有価証券関係）

　

前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他  －  －  －

小計 －  －  －

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 804 411 △392
(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 －  －  －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 804 411 △392
合計 804 411 △392

当連結会計年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）

その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 2,781 1,888 △892
(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 2,781 1,888 △892
合計 2,781 1,888 △892

（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）及び当連結会計年度（自平成19年10月１日　至

平成20年９月30日）において、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度 当連結会計年度

　（自　平成18年10月１日

　　  至　平成19年９月30日）

　（自　平成19年10月１日

  　　至　平成20年９月30日）

　―――― 　１．採用している退職給付制度

　連結子会社である㈱大生エンジニアリングは、退職金

規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

　２．退職給付債務に関する事項

　　 退職給付債務 　 11,661千円　

     退職給付引当金 　 11,661千円　

　３．退職給付費用に関する事項

　　 勤務費用 　 2,908千円　

     退職給付費用 　 2,908千円　

　４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　退職給付債務等の算定にあたり、簡便法を採用しており、

期末自己都合要支給額を退職給付債務としております。
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（ストック・オプション等関係）

　

前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社及び当社の子会社の取締役（７名）、監査役（２名）及

び従業員（67名）

ストック・オプション数 普通株式　　796株

付与日 平成17年９月26日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日（各権利行使期間の初日）まで継続

して、当社又は当社の子会社の取締役、監査役及び従業員の

地位にあることを要するものとしております。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成19年９月27日

至　平成27年９月26日

（注）株式数に換算して記載しております。

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 平成17年ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 762

付与 －

失効 78

権利確定 684

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

権利確定 684

権利行使 －

失効 －

未行使残 684

②単価情報

 平成17年ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 40,000

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） －

　

当連結会計年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費　　　　2,039千円

　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

 平成17年ストック・オプション 平成20年ストック・オプション　　

付与対象者の区分及び数

当社及び当社の子会社の取締役（７

名）、監査役（２名）及び従業員（67

名）

当社及び当社の子会社の取締役（４

名）及び従業員（38名）
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 平成17年ストック・オプション 平成20年ストック・オプション　　

ストック・オプション数 普通株式　　796株 普通株式　　300株

付与日 平成17年９月26日 平成20年７月３日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日（各権利行使

期間の初日）まで継続して、当社又は

当社の子会社の取締役、監査役及び従

業員の地位にあることを要するものと

しております。

付与日以降、権利確定日（各権利行使

期間の初日）まで継続して、当社又は

当社の子会社の取締役及び従業員の地

位にあることを要するものとしており

ます。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成19年９月27日

至　平成27年９月26日

自　平成22年６月18日

至　平成30年６月17日

（注）株式数に換算して記載しております。

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 平成17年ストック・オプション 平成20年ストック・オプション　

権利確定前　　   （株）   

前連結会計年度末 － －

付与 － 300

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － 300

権利確定後　　　 （株）   

前連結会計年度末 684 －

権利確定 － －

権利行使 182 －

失効 8 －

未行使残 494 －

②単価情報

 平成17年ストック・オプション 平成20年ストック・オプション　　

権利行使価格     （円） 40,000 95,180

行使時平均株価   （円） 76,294 －

公正な評価単価

（付与日）       （円）
－ 54,088

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成20年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法

は以下のとおりであります。

①　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

　②　主な基礎数値及び見積方法

 平成20年ストック・オプション　　

　株価変動性　　　　　　　（注）１ 　　　　　　　　　　　　　 　75.5％

　予想残存期間　　　　　　（注）２ 　　　　　　　　　　　　　　　5.9年

　予想配当　　　　　　　　（注）３ 　　　　　　　　　　　　1,250円／株

　無リスク利子率　　　　　（注）４ 　　　　　　　　　　　　　　　1.3％

　（注）１．上場後の日次株価（平成18年６月15日から平成20年７月３日までの各取引日における終値）に基

づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において

行使されるものと推定して見積もっております。

３．過去２年間（平成17年９月期から平成19年９月期まで）の配当実績の平均値によっております。

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。
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４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。　
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年９月30日）

当連結会計年度
（平成20年９月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　

　繰延税金資産（流動）  

賞与引当金損金算入限度超過額    6,633千円

未払事業税    2,049千円

その他   88千円

計    8,771千円

繰延税金資産（固定） 　

その他  81千円

 計 81千円

　繰延税金負債 　

　　　計 －千円

繰延税金資産の純額    8,853千円

　

　繰延税金資産（流動）  

賞与引当金損金算入限度超過額   12,983千円

未払事業税    4,134千円

その他   7,154千円

計  24,272千円

繰延税金資産（固定） 　

退職給付引当金    3,901千円

その他    190千円

 計  4,092千円

　繰延税金負債（固定） 　

その他   225千円

 計  225千円

繰延税金資産の純額   28,139千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
 1.2

住民税均等割等  2.1

その他 1.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.8

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

法定実効税率 　40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
1.4

住民税均等割等 2.1

その他 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.6
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。

前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

　
総合人材事業
（千円）

介護事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 3,657,804 342,196 4,000,001 － 4,000,001

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
11,700 － 11,700 △11,700 －

計 3,669,504 342,196 4,011,701 △11,700 4,000,001

営業費用 3,518,911 298,871 3,817,783 △19,656 3,798,127

営業利益 150,592 43,325 193,917 7,956 201,873

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支

出
     

資産 1,707,022 292,114 1,999,136 △70,101 1,929,035

減価償却費 36,453 12,739 49,192 － 49,192

資本的支出 128,419 1,995 130,415 － 130,415

　（注）１．事業区分の方法

事業は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各区分の主なサービス

(1）総合人材事業・・・アウトソーシング、人材派遣業

(2）介護事業・・・・・介護サービス業

３．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。

当連結会計年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）

　
総合人材事業
（千円）

介護事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 4,631,148 358,584 4,989,732 － 4,989,732

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
8,400 － 8,400 △8,400 －

計 4,639,548 358,584 4,998,132 △8,400 4,989,732

営業費用 4,495,598 314,126 4,809,725 △16,264 4,793,461

営業利益 143,949 44,458 188,407 7,864 196,271

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支

出
     

資産 1,962,199 296,567 2,258,766 △69,791 2,188,974

減価償却費 41,052 11,282 52,335 － 52,335

資本的支出 29,373 1,310 30,684 － 30,684

　（注）１．事業区分の方法

事業は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各区分の主なサービス

(1）総合人材事業・・・アウトソーシング、人材派遣業

(2）介護事業・・・・・介護サービス業
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３．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）及び当連結会計年度（自平成19年10月１日　至

平成20年９月30日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該

当事項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）において、海外売上高がないため該当事項はあ

りません。

 

　当連結会計年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）においては、海外売上高は、連結売上高の10％未

満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）

　役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員の
兼任等
（人）

事業上の
関係

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を保有

している

会社

㈱スリー

エス

京都府

福知山市
10,000

産業廃棄

物収集運

搬

－ －

人材派遣

及び業務

の請負

　

人材派遣

料及び業

務の請負

料の受取

　

18,243 　売掛金 2,143

保険代理

店取引

保険料の

支払
4,235 　－ －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　　２. 同社との取引の起算日は、当社取締役丸岡陽太の当社取締役就任日（平成19年12月21日）としております。なお、平

成20年６月13日までは、当社取締役丸岡陽太が同社の議決権の55％を保有しておりましたが、平成20年６月13

日以降は、同氏と当社代表取締役社長道林昌彦及びその近親者が議決権の100％を保有する㈲アイ・コーポ

レーションとで94％を保有しております。 

　　　３．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　  (1) 人材派遣及び業務の請負については、いわゆる第三者のための取引であり、市場価格を勘案して、一般の取引条件

と同様に決定しております。

　　　　(2) 保険料の支払については、市場価格を勘案して、一般の取引条件と同様に決定しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり純資産額        99,009.73円

１株当たり当期純利益金額         8,191.83円

１株当たり純資産額      106,466.10円

１株当たり当期純利益金額        9,517.97円

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
        7,810.00円

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
       9,262.75円

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 98,523 114,339

普通株主に帰属しない金額（千円）  － 　　　　　－

普通株式に係る当期純利益（千円） 98,523 114,339

期中平均株式数（株） 12,027 12,013

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

  当期純利益調整額（千円）  － －

普通株式増加数（株） 588 331

（うち新株予約権（株））  (588) （331)

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

──── ────
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 株式の取得
　当社は、平成19年10月31日付で株式会社大生エンジニア
リングの全株式を取得し、完全子会社といたしました。
①　株式取得の理由
　    関東地区における事業基盤の確立及び事業領域の拡
    大による収益力の強化
②　株式取得の相手先の名称
  　  株式会社スリーエス
③　買収した会社の名称、事業内容、規模
　    会社の名称　　　株式会社大生エンジニアリング
　    事業内容　　　　設計・施工管理・メンテナンス
　   　　　　　　　　 業務及びアウトソーシング事業
   　 規模 　　売上高　　　640,021千円
　    　　　 　　　　　　 （平成19年３月期）
　   　　  　　総資産　　　171,873千円
　   　　　　 　　　　　　（平成19年３月31日現在）
　　　    　　 資本金　　　 11,500千円
　　   　　 　　　　　　　（平成19年３月31日現在）
④　株式の取得日　　　　平成19年10月31日
⑤　取得した株式の数、取得価額及び取得後の議決権比率
      取得した株式の数　　　225株
　　　取得価額　　　　　　　24,075千円
 　　 取得後の議決権比率　　100.0％
 

株式会社アウトソーシングとの合併契約の締結
　当社は、平成20年11月20日開催の取締役会において、平
成21年３月１日（予定）を効力発生日として株式会社
アウトソーシング（以下「アウトソーシング」とい
う。）と合併することを決議し、同日付で合併契約を締
結いたしました。

 （1) 合併の目的
　　アウトソーシングは、全国に36箇所の営業拠点（含む採
用センター）を有し、自動車から電子機器・半導体、医療
機器等の多岐にわたる業種の国内大手メーカーに対し
て、生産効率向上を目的としてメーカーの生産を代行す
る生産アウトソーシング事業を展開しております。コン
プライアンスに関わる請負と派遣の区分を示す旧労働省
告示37号（以下「告示37号」という。）については、安定
雇用にフォーカスした独自の解釈基準を作成・活用して
おり、労働局にも認知され高く評価されております。ま
た、生産効率を向上させる「個人の付加価値と待遇の
アップの追求を業績に結び付ける請負」を推進すること
により、業界トップクラスのサービスを提供しておりま
す。

 　 国内多数のメーカーにとって、2009年問題への対応が大
きな問題となっている今日、当社とアウトソーシングは
告示37号をクリアした請負ができる数少ない業者であ
り、メーカーが派遣社員を直接雇用に切り替えた製造現
場を請負化していくという最重要の戦略も合致している
ため、両社がひとつになることにより戦略の推進を加速
させ、一気に、淘汰される市場を取り込むことにより、企
業価値を向上させることを目指すものであります。

　　また、両社の取引先は全く重複せず、売上・売上総利益が
合算・伸長することが予想される上、同一地域に重複す
る営業拠点の統合や募集効率の向上などにより、販管費
の節減効果が大きく期待できます。その結果、販管費率の
低減が図られ、対売上比率の向上を伴って営業利益が増
加することが見込まれるため、財務体質が強化されると
考えます。これにより、今後、業界再編の中でＭ＆Ａを
行っていく際にも、強固な財務体質に基づいた現金での
Ｍ＆Ａが十分に可能となるため、全体の統合シナジーは
非常に大きいものが見込まれると考えております。

　(2) 合併の要旨
　①　合併の日程
　合併契約締結　　　　　　　　平成20年11月20日（木）

　臨時株主総会基準日　　　　　平成20年12月６日（土）

　合併承認株主総会　　　　　　平成21年１月28日（水）（予定）

　整理銘柄指定日(当社)　　　　平成21年１月29日（木）（予定）

　上場廃止日(当社)    　　　　平成21年２月24日（火）（予定）

　合併の予定日(効力発生日)　　平成21年３月１日（日）（予定）
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前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 ②　合併方式
　 両社対等の精神のもと合併いたしますが、合併の手続き
上、アウトソーシングを合併存続会社、当社は合併消滅会
社といたします。

 （3） 合併に係る割当ての内容

会社名
アウトソーシング

（存続会社）

当社

（消滅会社）

合併比率 1 3

 (注)１．株式の割当比率
 　　　　　当社の株式１株（ただし、当社が保有する当社株式

246株（平成20年11月20日現在）を除く。）に
対して、アウトソーシングの株式３株を割当て
交付します。

     ２．合併により発行する新株式数等
　　　 　　普通株式　　26,697株（予定）
         　また、アウトソーシングは、その保有する自己株

式9,240株（平成20年11月20日現在）を合併に
よる株式の割当てに充当します。
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前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

  （4)　合併当事会社の概要
　（アウトソーシング：平成19年12月期、当社：平成20年９月期）

（１）商号
アウトソーシング

（存続会社）

当社

（消滅会社）

（２）主な事業内容
生産アウトソーシング事業

等
総合人材事業、介護事業等

（３）設立年月日 平成９年１月 平成５年12月

（４）本店所在地
静岡県静岡市駿河区南町11

番１号
大阪市北区茶屋町19番19号

（５）代表者の役職・氏名 代表取締役社長　土井　春彦 代表取締役社長　道林　昌彦

（６）資本金の額 474百万円 287百万円

（７）発行済株式総数 127,620株 12,209株

（８）売上高　 24,321百万円（連結）　 4,989百万円（連結）　

（９）当期純利益　 583百万円（連結）　 114百万円（連結）　

（10）純資産 2,188百万円（連結） 1,275百万円（連結）

（11）総資産 5,660百万円（連結） 2,188百万円（連結）

（12) 事業年度の末日 12月31日 ９月30日

（13）従業員数 7,674名（連結） 1,463名（連結）

（14）主要取引先

テルモ

日本電気グループ

トヨタグループ

東芝グループ

パナソニックグループ

三洋電機グループ

ＧＳユアサグループ

富士通グループ

（15）大株主及び持株比率

土井　春彦　  　33.54％

佐野　美樹　　   3.92％

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口)

　　　　　　 　  2.57％

土井　千春　 　  2.43％　　

有限会社トリイオン

　　　　　　　   1.95％

道林　昌彦　  　40.95％

有限会社アイ・コー

ポレーション 

　　　　　　 　  8.19％

道林　侑輝　　   8.19％

道林　尚輝　　   8.19％　　　　　

丸岡　陽太　　   5.73％

（16）主要取引銀行

三菱東京ＵＦＪ銀行

静岡銀行

みずほ銀行

三菱東京ＵＦＪ銀行

三井住友銀行

京都北都信用金庫

（17）当事会社間の関係等

　資本関係 　該当なし

　人的関係 　該当なし

　取引関係 　該当なし

　関連当事者への該当状況 　該当なし

 （5）合併後の状況

（１）商号 株式会社アウトソーシング

（２）主な事業内容 生産アウトソーシング事業

（３）本店所在地
大阪市北区茶屋町19番19号

（注）

（４）代表者の役職・氏名
代表取締役会長　土井　春彦

代表取締役社長　丸岡　陽太

（５）資本金の額 未定

（６）純資産 未定

（７）総資産 未定

（８）事業年度の末日 12月31日

（注）現本店所在地である静岡県静岡市駿河区南町11番１
号には、静岡本部の名称にて引き続き本部機能を設
置いたします。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

            該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 100,000 100,000 1.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 36,920 61,052 2.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
181,440 210,578 2.3 平成21年～平成30年

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
－ － － －　

その他有利子負債 － － － －

計 318,360 371,630 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

　
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 61,052 48,972 30,514 12,720

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年９月30日）
当事業年度

（平成20年９月30日）

区分
注記

番号
 金額（千円）

構成比

（％）
 金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  448,497   464,689  

２．受取手形 　  1,420   －  

３．売掛金 　  368,642   418,289  

４．前渡金 　  2,233   2,725  

５．前払費用 　  15,178   22,340  

６．繰延税金資産 　  4,081   8,587  

７．その他 　  7,990   9,803  

貸倒引当金 　  △217   △408  

流動資産合計 　  847,825 55.3  926,026 57.7

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 ※１ 145,750   146,930   

減価償却累計額 　 27,215 118,535  37,819 109,110  

(2）構築物 　 14,773   14,773   

減価償却累計額 　 8,444 6,328  9,760 5,012  

(3）車輌運搬具 　 18,518   21,352   

減価償却累計額 　 15,044 3,473  17,638 3,713  

(4）工具器具備品 　 38,568   47,759   

減価償却累計額 　 19,806 18,762  28,391 19,367  

(5）土地 ※１  244,492   244,492  

有形固定資産合計 　  391,593 25.5  381,697 23.8

 

EDINET提出書類

株式会社フリーワーク(E05595)

有価証券報告書

63/89



　 　
前事業年度

（平成19年９月30日）
当事業年度

（平成20年９月30日）

区分
注記

番号
 金額（千円）

構成比

（％）
 金額（千円）

構成比

（％）

２．無形固定資産 　       

(1）ソフトウェア 　  42,902   35,674  

(2）その他 　  621   621  

無形固定資産合計 　  43,524 2.8  36,295 2.3

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  411   796  

(2）関係会社株式 　  168,104   200,739  

(3）出資金 　  8,600   5,619  

(4）従業員に対する長期貸
付金

　  354   354  

(5）長期前払費用 　  13,463   16,231  

(6）差入保証金 　  33,502   33,285  

(7）保険積立金 　  23,268   －  

(8）繰延税金資産 　  159   234  

(9）その他 　  3,350   3,350  

投資その他の資産合計 　  251,214 16.4  260,610 16.2

固定資産合計 　  686,332 44.7  678,603 42.3

資産合計 　  1,534,158 100.0  1,604,630 100.0

　 　       

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．短期借入金 　  100,000   100,000  

２．１年以内返済予定長期
借入金

※１  24,200   24,200  

３．未払金 　  11,639   14,871  

４．未払費用 　  234,324   249,720  

５．未払法人税等 　  5,666   40,113  

６．未払消費税等 　  22,822   47,590  

７．預り金 　  26,780   10,072  

８．賞与引当金 　  9,764   11,276  

９．その他 　  1,422   1,530  

流動負債合計 　  436,620 28.4  499,375 31.1
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前事業年度

（平成19年９月30日）
当事業年度

（平成20年９月30日）

区分
注記

番号
 金額（千円）

構成比

（％）
 金額（千円）

構成比

（％）

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 ※１  60,520   36,320  

２．預り保証金 　  12,606   12,606  

固定負債合計 　  73,126 4.8  48,926 3.1

負債合計 　  509,747 33.2  548,301 34.2

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  283,540 18.5  287,180 17.9

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 300,114   303,754   

資本剰余金合計 　  300,114 19.6  303,754 18.9

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 440,989   484,112   

利益剰余金合計 　  440,989 28.7  484,112 30.2

４．自己株式 　  － －  △20,419 △1.3

株主資本合計 　  1,024,643 66.8  1,054,626 65.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価
差額金

　  △232 △0.0  △337 △0.0

評価・換算差額等合計 　  △232 △0.0  △337 △0.0

 Ⅲ　新株予約権 　  － －  2,039 0.1

純資産合計 　  1,024,410 66.8  1,056,328 65.8

負債純資産合計 　  1,534,158 100.0  1,604,630 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　売上高 　  3,052,319 100.0  3,485,290 100.0

Ⅱ　売上原価 　  2,351,886 77.1  2,678,887 76.9

売上総利益 　  700,433 22.9  806,403 23.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．募集費 　 56,634   69,884   

２．役員報酬 　 83,400   99,900   

３．給与手当 　 194,445   230,783   

４．賞与 　 18,467   15,455   

５．賞与引当金繰入額 　 9,237   8,178   

６．法定福利費 　 31,224   44,326   

７．旅費交通費 　 16,847   16,843   

８．減価償却費 　 24,222   30,785   

９．賃借料 　 32,702   33,556   

10．保険料 　 3,085   3,348   

11．修繕費 　 9,155   9,706   

12．消耗品費 　 3,624   4,411   

13．外注委託費 　 3,589   7,605   

14．貸倒引当金繰入額 　 217   400   

15．その他 　 113,074 599,928 19.7 123,359 698,544 20.0

営業利益 　  100,505 3.3  107,858 3.1
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前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取賃貸料 ※４ 15,374   14,236   

２．助成金収入 　 527   150   

３．雑収入 　 863 16,766 0.5 2,920 17,306 0.5

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 1,874   3,836   

２．賃貸物件減価償却費 　 2,662   1,952   

３．雑損失 　 448 4,985 0.2 993 6,782 0.2

経常利益 　  112,285 3.7  118,383 3.4

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 ※１ 43 43 0.0 － － －

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産売却損 ※２ 106   －   

２．固定資産除却損 ※３ 5,528   －   

３．企業買収関連費 　 12,822   856   

４．出資金評価損 　 － 18,457 0.6 2,980 3,836 0.1

税引前当期純利益 　  93,871 3.1  114,546 3.3

法人税、住民税及び
事業税

　 43,310   57,889   

法人税等調整額 　 4,082 47,393 1.6 △4,505 53,383 1.5

当期純利益 　  46,478 1.5  61,163 1.8
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売上原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費 ※１ 2,273,551 96.7 2,595,718 96.9

Ⅱ　経費 ※２ 78,334 3.3 83,169 3.1

売上原価 　 2,351,886 100.0 2,678,887 100.0

　 　     

　（注）　主な内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

※１　労務費の主な内訳 ※１　労務費の主な内訳

給与手当 2,027,159千円

法定福利費        241,643千円

福利厚生費  3,778千円

給与手当      2,303,624千円

法定福利費        283,161千円

福利厚生費   5,833千円

※２　経費の主な内訳 ※２　経費の主な内訳

旅費交通費 33,810千円

賃借料 24,983千円

旅費交通費       36,090千円

賃借料       28,183千円
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

資本準備金

その他
利益剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年９月30日　残高

（千円）
283,540 300,114 406,538 990,192 △7 990,184

事業年度中の変動額       

剰余金の配当（千円）   △12,027 △12,027  △12,027

当期純利益（千円）   46,478 46,478  46,478

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額）（千円）

    △225 △225

事業年度中の変動額合計

（千円）
－ － 34,451 34,451 △225 34,226

平成19年９月30日　残高

（千円）
283,540 300,114 440,989 1,024,643 △232 1,024,410

当事業年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）

 

株主資本
評価・換算差
額等

新株予約権 純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計　

その他有価証
券評価差額金

資本準備金

その他
利益剰余金

繰越利益
剰余金

平成19年９月30日　残高

（千円）
283,540 300,114 440,989 － 1,024,643 △232 － 1,024,410

事業年度中の変動額         

新株予約権の行使（千

円）
3,640 3,640   7,280   7,280

剰余金の配当（千円）   △18,040  △18,040   △18,040

当期純利益（千円）   61,163  61,163   61,163

自己株式の取得（千円）    △20,419 △20,419   △20,419

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額）（千円）

     △105 2,039 1,934

事業年度中の変動額合計

（千円）
3,640 3,640 43,122 △20,419 29,983 △105 2,039 31,917

平成20年９月30日　残高

（千円）
287,180 303,754 484,112 △20,419 1,054,626 △337 2,039 1,056,328
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）関係会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(1）関係会社株式

 同左

　 (2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　　　　　 　同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、建物（建物附属設備を除く）

については定額法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は、次のとおりで

あります。

 建物　　　　　　　　　５～50年

 構築物　　　　　　　　　　10年

 車輌運搬具　　　　　　２～６年

 工具器具備品　　　　　３～20年

 （会計方針の変更）

  当社は、法人税法の改正に伴い、平

成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

　この変更に伴う損益への影響は軽微

であります。

　

(1）有形固定資産

同左

 

  

 

 

 

 

 

 

　

 （会計方針の変更）

　　　　  ――――　　

 

 

 

 

 

　　　　　　

　（追加情報）

　　　 当社は、法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。

　この変更に伴う損益への影響は軽微

であります。

　 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

(2）無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

　 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額のうち当事業年度に対応する

金額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年９月30日）

当事業年度
（平成20年９月30日）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物       39,497千円

土地        181,762千円

計        221,260千円

建物         38,354千円

土地       181,762千円

計        220,117千円

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定長期借入金     24,200千円

長期借入金     60,520千円

計     84,720千円

１年以内返済予定長期借入金     24,200千円

長期借入金     36,320千円

計    60,520千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

※１　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 ※１　　　　　　　　　――――

建物    43千円

計    43千円

　

※２　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 ※２　　　　　　　　　――――

建物

工具器具備品

   33千円 

   72千円 

計    106千円 

　

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※３　　　　　　　　　――――

建物    2,581千円

車輌運搬具    21千円

工具器具備品    406千円

除却費用    2,520千円

計    5,528千円

　

※４　関係会社にかかる営業外収益は次のとおりでありま

す。

※４　関係会社にかかる営業外収益は次のとおりでありま

す。

受取賃貸料       14,712千円 受取賃貸料         14,236千円
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（株主資本等変動計算書関係）

 

前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

　

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

当事業年度（自平成19年10月１日　至平成20年９月30日）

　

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

自己株式     

普通株式 － 246 － 246

合計 － 246 － 246

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加246株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

減損損失
累計額
相当額
（千円） 

期末残高
相当額
（千円）

車輌運搬具 3,870 1,741 － 2,128

合計 3,870 1,741 － 2,128

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

減損損失
累計額
相当額
（千円） 

期末残高
相当額
（千円）

車輌運搬具 3,870 2,515 － 1,354

合計 3,870 2,515 － 1,354

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

（注）          　      同左

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内    774千円

１年超      1,354千円

合計      2,128千円

１年内       774千円

１年超           580千円

合計         1,354千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

（注）            　    同左

３．支払リース料、リース資産減損勘定、減価償却費相当

額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定、減価償却費相当

額及び減損損失

支払リース料    774千円

リース資産減損勘定の取崩額 　－千円

減価償却費相当額    774千円

減損損失 　－千円

支払リース料 774千円

リース資産減損勘定の取崩額 　　－千円

減価償却費相当額       774千円

減損損失 　　－千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

 同左
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（有価証券関係）

　前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）及び当事業年度（自平成19年10月１日　至平成20年

９月30日）における子会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年９月30日）

当事業年度
（平成20年９月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　 　

　繰延税金資産（流動）  

賞与引当金損金算入限度超過額    3,973千円

未払事業税      19千円

その他   88千円

計    4,081千円

繰延税金資産（固定） 　

その他  159千円

 計  159千円

　繰延税金負債 　

　　　計 －千円

繰延税金資産の純額    4,240千円

　 　

　繰延税金資産（流動）  

賞与引当金損金算入限度超過額    4,582千円

未払事業税    3,230千円

その他     774千円

計    8,587千円

繰延税金資産（固定） 　

その他     234千円

 計     234千円

　繰延税金負債 　

　　　計 　－千円

繰延税金資産の純額    8,821千円

　 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
 2.3

住民税均等割等  3.6

その他 3.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.4

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

法定実効税率 　　40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
2.5

住民税均等割等 　3.3

その他 　　0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.6
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり純資産額        85,175.93円

１株当たり当期純利益金額         3,864.52円

１株当たり純資産額        88,129.16円

１株当たり当期純利益金額        5,091.44円

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
        3,684.39円

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
        4,954.91円

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 46,478 61,163

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 46,478 61,163

期中平均株式数（株） 12,027 12,013

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

  当期純利益調整額（千円）   －   －

普通株式増加数（株） 588 331

（うち新株予約権（株）） （588） （331）

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

──── ────
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 株式の取得
　当社は、平成19年10月31日付で株式会社大生エンジニア
リングの全株式を取得し、完全子会社といたしました。
①　株式取得の理由
　    関東地区における事業基盤の確立及び事業領域の拡
    大による収益力の強化
②　株式取得の相手先の名称
  　  株式会社スリーエス
③　買収した会社の名称、事業内容、規模
　    会社の名称　　　株式会社大生エンジニアリング
　    事業内容　　　　設計・施工管理・メンテナンス
　   　　　　　　　　 業務及びアウトソーシング事業
   　 規模 　　売上高　　　640,021千円
　    　　　 　　　　　　 （平成19年３月期）
　   　　  　　総資産　　　171,873千円
　   　　　　 　　　　　　（平成19年３月31日現在）
　　　    　　 資本金　　　 11,500千円
　　   　　 　　　　　　　（平成19年３月31日現在）
④　株式の取得日　　　　平成19年10月31日
⑤　取得した株式の数、取得価額及び取得後の議決権比率
      取得した株式の数　　　225株
　　　取得価額　　　　　　　24,075千円
 　　 取得後の議決権比率　　100.0％
 

株式会社アウトソーシングとの合併契約の締結
　当社は、平成20年11月20日開催の取締役会において、平
成21年３月１日（予定）を効力発生日として株式会社
アウトソーシング（以下「アウトソーシング」とい
う。）と合併することを決議し、同日付で合併契約を締
結いたしました。

 （1) 合併の目的
　　アウトソーシングは、全国に36箇所の営業拠点（含む採
用センター）を有し、自動車から電子機器・半導体、医療
機器等の多岐にわたる業種の国内大手メーカーに対し
て、生産効率向上を目的としてメーカーの生産を代行す
る生産アウトソーシング事業を展開しております。コン
プライアンスに関わる請負と派遣の区分を示す旧労働省
告示37号（以下「告示37号」という。）については、安定
雇用にフォーカスした独自の解釈基準を作成・活用して
おり、労働局にも認知され高く評価されております。ま
た、生産効率を向上させる「個人の付加価値と待遇の
アップの追求を業績に結び付ける請負」を推進すること
により、業界トップクラスのサービスを提供しておりま
す。

 　 国内多数のメーカーにとって、2009年問題への対応が大
きな問題となっている今日、当社とアウトソーシングは
告示37号をクリアした請負ができる数少ない業者であ
り、メーカーが派遣社員を直接雇用に切り替えた製造現
場を請負化していくという最重要の戦略も合致している
ため、両社がひとつになることにより戦略の推進を加速
させ、一気に、淘汰される市場を取り込むことにより、企
業価値を向上させることを目指すものであります。

　　また、両社の取引先は全く重複せず、売上・売上総利益が
合算・伸長することが予想される上、同一地域に重複す
る営業拠点の統合や募集効率の向上などにより、販管費
の節減効果が大きく期待できます。その結果、販管費率の
低減が図られ、対売上比率の向上を伴って営業利益が増
加することが見込まれるため、財務体質が強化されると
考えます。これにより、今後、業界再編の中でＭ＆Ａを
行っていく際にも、強固な財務体質に基づいた現金での
Ｍ＆Ａが十分に可能となるため、全体の統合シナジーは
非常に大きいものが見込まれると考えております。

　(2) 合併の要旨
　①　合併の日程
　合併契約締結　　　　　　　　平成20年11月20日（木）

　臨時株主総会基準日　　　　　平成20年12月６日（土）

　合併承認株主総会　　　　　　平成21年１月28日（水）（予定）

　整理銘柄指定日(当社)　　　　平成21年１月29日（木）（予定）

　上場廃止日(当社)    　　　　平成21年２月24日（火）（予定）

　合併の予定日(効力発生日)　　平成21年３月１日（日）（予定）
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前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 ②　合併方式
　 両社対等の精神のもと合併いたしますが、合併の手続き
上、アウトソーシングを合併存続会社、当社は合併消滅会
社といたします。

 （3） 合併に係る割当ての内容

会社名
アウトソーシング

（存続会社）

当社

（消滅会社）

合併比率 1 3

 (注)１．株式の割当比率
 　　　　　当社の株式１株（ただし、当社が保有する当社株式

246株（平成20年11月20日現在）を除く。）に
対して、アウトソーシングの株式３株を割当て
交付します。

     ２．合併により発行する新株式数等
　　　 　　普通株式　　26,697株（予定）
         　また、アウトソーシングは、その保有する自己株

式9,240株（平成20年11月20日現在）を合併に
よる株式の割当てに充当します。
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前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

  （4)　合併当事会社の概要
　（アウトソーシング：平成19年12月期、当社：平成20年９月期）

（１）商号
アウトソーシング

（存続会社）

当社

（消滅会社）

（２）主な事業内容
生産アウトソーシング事業

等
総合人材事業、介護事業等

（３）設立年月日 平成９年１月 平成５年12月

（４）本店所在地
静岡県静岡市駿河区南町11

番１号
大阪市北区茶屋町19番19号

（５）代表者の役職・氏名 代表取締役社長　土井　春彦 代表取締役社長　道林　昌彦

（６）資本金の額 474百万円 287百万円

（７）発行済株式総数 127,620株 12,209株

（８）売上高　 24,321百万円（連結）　 4,989百万円（連結）　

（９）当期純利益　 583百万円（連結）　 114百万円（連結）　

（10）純資産 2,188百万円（連結） 1,275百万円（連結）

（11）総資産 5,660百万円（連結） 2,188百万円（連結）

（12) 事業年度の末日 12月31日 ９月30日

（13）従業員数 7,674名（連結） 1,463名（連結）

（14）主要取引先

テルモ

日本電気グループ

トヨタグループ

東芝グループ

パナソニックグループ

三洋電機グループ

ＧＳユアサグループ

富士通グループ

（15）大株主及び持株比率

土井　春彦　  　33.54％

佐野　美樹　　   3.92％

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口)

　　　　　　 　  2.57％

土井　千春　 　  2.43％　　

有限会社トリイオン

　　　　　　　   1.95％

道林　昌彦　  　40.95％

有限会社アイ・コー

ポレーション 

　　　　　　 　  8.19％

道林　侑輝　　   8.19％

道林　尚輝　　   8.19％　　　　　

丸岡　陽太　　   5.73％

（16）主要取引銀行

三菱東京ＵＦＪ銀行

静岡銀行

みずほ銀行

三菱東京ＵＦＪ銀行

三井住友銀行

京都北都信用金庫

（17）当事会社間の関係等

　資本関係 　該当なし

　人的関係 　該当なし

　取引関係 　該当なし

　関連当事者への該当状況 　該当なし

 （5）合併後の状況

（１）商号 株式会社アウトソーシング

（２）主な事業内容 生産アウトソーシング事業

（３）本店所在地
大阪市北区茶屋町19番19号

（注）

（４）代表者の役職・氏名
代表取締役会長　土井　春彦

代表取締役社長　丸岡　陽太

（５）資本金の額 未定

（６）純資産 未定

（７）総資産 未定

（８）事業年度の末日 12月31日

（注）現本店所在地である静岡県静岡市駿河区南町11番１
号には、静岡本部の名称にて引き続き本部機能を設
置いたします。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省

略しております。 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 145,750 1,180 － 146,930 37,819 10,604 109,110

構築物 14,773 － － 14,773 9,760 1,316 5,012

車輌運搬具 18,518 2,834 － 21,352 17,638 2,594 3,713

工具器具備品 38,568 9,356 166 47,759 28,391 8,703 19,367

土地 244,492 － － 244,492 － － 244,492

有形固定資産計 462,104 13,370 166 475,308 93,611 23,219 381,697

無形固定資産        

ソフトウェア 54,024 4,085 － 58,109 22,435 11,313 35,674

その他 621 － － 621 － － 621

無形固定資産計 54,646 4,085 － 58,731 22,435 11,313 36,295

長期前払費用 20,967 7,960 1,017 27,910 11,678 4,271 16,231

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）１．当期増加の主なものは次のとおりであります。

　　建物　　　　　パーテーション　　　　1,000千円

　　　　　　　　　工具器具備品　移動式棚　　　　　　　5,756千円

　　　　　　　　　ソフトウェア　基幹業務システム　　　1,996千円

　　　２．当期減少の主なものは次のとおりであります。

 　　　　 工具器具備品　看板　　　　　　　　　　166千円

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 217 408 209 7 408

賞与引当金 9,764 11,276 9,764 － 11,276

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,111

預金  

当座預金

普通預金

12,444

451,133

小計 463,578

合計 464,689

ロ　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

パナソニック　フォト・ライティング㈱ 124,430

㈱島根富士通 51,931

パナソニック エレクトロニックデバイス ジャパン㈱ 39,179

三洋電機㈱ 32,326

パナソニック　フォト・ライティング　久美浜㈱ 26,742

その他 143,677

合計 418,289

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

368,642 3,659,555 3,609,908 418,289 89.6 39.4

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

②　固定資産

関係会社株式

会社名 金額（千円）

㈱サクセススタッフ 107,683

㈱ミストラルサービス 60,420

㈱大生エンジニアリング 32,635

合計 200,739

③　流動負債

 　　　 a 短期借入金

相手先 金額（千円）

㈱三菱東京UFJ銀行 100,000
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相手先 金額（千円）

合計 100,000

b 未払費用

区分 金額（千円）

給与 212,345

社会保険料 27,463

その他 9,911

合計 249,720

（３）【その他】

　 該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 12月中

基準日 ９月30日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え 　

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単位未満株式の買取り 該当事項はありません。

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし事故その他のやむを得ない事

由により電子公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載して

行う。

公告掲載URL

http://www.free-work.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第14期）（自 平成18年10月１日　至 平成19年９月30日）　平成19年12月21日近畿財務局長に提出

(2）半期報告書

（第15期中）（自 平成19年10月１日　至 平成20年３月31日）平成20年６月20日近畿財務局長に提出

(3）臨時報告書

平成20年11月21日近畿財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３（吸収合

併）に基づく臨時報告書であります。

 (4）自己株券買付状況報告書

 　　報告期間（自 平成20年２月14日　至 平成20年２月29日）平成20年３月11日近畿財務局長に提出

 　　報告期間（自 平成20年３月１日　至 平成20年３月31日）平成20年４月11日近畿財務局長に提出

 　　報告期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年４月30日）平成20年５月９日近畿財務局長に提出

 　　報告期間（自 平成20年５月１日　至 平成20年５月31日）平成20年６月11日近畿財務局長に提出

 　　報告期間（自 平成20年６月１日　至 平成20年６月30日）平成20年７月11日近畿財務局長に提出

 　　報告期間（自 平成20年７月１日　至 平成20年７月31日）平成20年８月11日近畿財務局長に提出

 　　報告期間（自 平成20年８月１日　至 平成20年８月31日）平成20年９月11日近畿財務局長に提出

 　　報告期間（自 平成20年９月１日　至 平成20年９月30日）平成20年10月10日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 平成１９年１２月２１日

株 式 会 社 フ リ ー ワ ー ク  

 取  締  役  会  御  中   

 京　都　監　査　法　人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高　　津　　靖　　史　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柴　　田　　　　　篤　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社フリーワークの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

フリーワーク及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１９年１０月３１日付で株式会社大生エンジニアリングの全株式

を取得し、完全子会社としている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成２０年１２月２６日

株 式 会 社 フ リ ー ワ ー ク  

 取  締  役  会  御  中   

 京　都　監　査　法　人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高　　津　　靖　　史　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柴　　田　　　　　篤　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社フリーワークの平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

フリーワーク及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報
　
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成２０年１１月２０日に株式会社アウトソーシングと合併契約を締

結した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成１９年１２月２１日

株 式 会 社 フ リ ー ワ ー ク  

 取  締  役  会  御  中   

 京　都　監　査　法　人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高　　津　　靖　　史　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柴　　田　　　　　篤　　印

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社フリーワークの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの第１４期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フ

リーワークの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１９年１０月３１日付で株式会社大生エンジニアリングの全株式

を取得し、完全子会社としている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成２０年１２月２６日

株 式 会 社 フ リ ー ワ ー ク  

 取  締  役  会  御  中   

 京　都　監　査　法　人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高　　津　　靖　　史　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柴　　田　　　　　篤　　印

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社フリーワークの平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの第１５期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フ

リーワークの平成２０年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成２０年１１月２０日に株式会社アウトソーシングと合併契約を締

結した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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